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1 はじめに

労働基準法とは

労働基準法の適用範囲

労働者が人たるに値する生活を営むには、法律による最低労働基準の設定が不可欠です。労働基

準法は最低労働基準を定める最も基本的な法律で、昭和 22年に制定され現在に至っています。

労働基準法が適用される労働者とは、職業の種類を問わず、事業または事務所に使用され、賃金
を支払われる者をいいます。労働者であれば、いわゆる正社員だけではなく、臨時、パエトタイマ
ー、アルバイト等、その名称にかかわらず適用がありますa外国人労働者についても国内で働く以
上適用があります。

また、派遣労働者は派遣元の労働者として適用されるほか、特例として、一部派遣先の労働者と
しての適用もあります。

一方、同居の親族のみを使用する事業及び家事使用人については適用がありません (第 116条 )。
また、公務員、船員については適用が除外されるか、一部制限が設けられています。 1

1.この法律で定める基準に達しない労働条件を定める労働契約は、その部分について無効であ
り、無効となった部分は、この法律の定める基準によることとしています (第 13条 )。
2.労働者は、この法律に違反する事実がある場合には、労働基準監督機関に申告することができ
るとしており、使用者は労働者がこの申告をしたことを理由として解雇等不利益な取扱いをし

てはならないとしています (第 104条)。

3.ほとんどの条文について、違反した使用者に対する罰則規定を設けています (第117条～第120
条)。 また、違反の行為者だけではなく、違反の防止を怠った法人など事業主に対しても、両罰

規定により処罰する規定を設けています (第 121条 )。

労ヽ働基準法は、憲法第25条 (生存権)及び第27条 (動労権)に基づく労働条件の基準を定めてい
ます。

労働条件は、労働者が人たるに値する生活を営むための必要を満たすべきものでなければなり

ません。

また、この法律で定める労働条件の基準は最低のものですから、労働関係の当事者は、この基準
を理由として労働条件心低下させてはならないことはもとより、その向上に努めなければなりま
せん。

労働条件は、労使対等の立場において決定すべきです。また、労働者及び使用者は、労働協約、

就業規則、労働契約を遵守し、誠実に各々その義務を履行しなければなりません。
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労働基準法は最低労働基準の履行確保のため

21労働条件の原則 (第 1条 )

3-労働条件の決定 (筆 2条 )



4 均等待遇及び男女同一賃金の原則 (第 3・ 4条 )

労働者の国籍、信条又は社会的身分を理由として、賃金、労働時間その他の労働条件について、

差別的取扱をしてはなりません6

また、労働者が女性であることを理由として、賃金について、男性と差別的取扱をしてはなりま

せん。

労働者本人の意思に反して労働を強制してはなりません。たとえば、「退職するなら貸付金を返

せ。」などと脅かして働かせることや、「ノルマを達成するまで帰さない。Jなどとして不当に拘

束して働かせるようなことはしてはいけません。

何人も、法律で許される場合の外は、業として他人の就業に介入して利益を得てはなりません。

労働契約の不履行について、あらかじめ違約金を定め、又は損害賠償額を予定する契約をしては

いけません。たとえば、『途中で辞めたら違約金を払う」『会社に損害を与えたら100万円払う」

などの契約は無効です。しかし、現実に労働者の責任により発生した損害について賠償を請求する

ことまでは禁止されていません。

前借金その他労働することが条件の前貸の債権と賃金を相殺してはなりません。1卵lえば、採用す

るときに貸し付けた支度金を賃金から一方的に控除するようなことをしてはいけません。

労働契約に付随して第二者と貯蓄の契約をさせること、又は使用者に貯蓄金を管理させる契約を

してはなりません。なお、使用者が労働者の貯蓄金をその委託を受けて管理する場合には、労使協

定の締結 コ届出、規程の作成、利子の支払いなどが必要です。

賃金とは、名称の如何を問わず、労働の対償として使用者が労働者に支払う全てのものをいいま

す。就業規則などであらかじめ支給条件が明確に定められている賞与や退職金なども賃金に含まれ

ます。                            1
任意的 a恩恵的なもの、福利厚生施設、企業設備の一環であるものは賃金に含まれません。
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5 前近代的拘束の排除 (第 5・ 6・ 16～ 電8条 )

強制労働の禁止 (第 5条 )

中間捧取〔ピンハネ)の排除 (第 6条 )

賠償予定額の禁止 (第 16条 )

前借金相殺の禁止 (第 17条 )

強制貯蓄の禁止 (第 18条 )

61賃  金 (第 11条)



7 平均賃金  (第 12条 )

平均賃金は、労働基準法において、解雇予告手当 (第 20条)や休業手当 (第26条)などの算定に広く
用いられており、原則としてここれを算定すべき事由の発生した日以前 3ヵ 月間にその労働者に対
し支払われた賃金の総額を、その期間の総日数 (暦口数

'で

除した金額をいいます。ただし、その金

額は、次の計算金額 (最低保障額〕を下ってはなりません。

(7)日給制 3時間給制または出来高払制その他の請負制にようて定められている場合において
は、賃金の総額をその期間中に労働した日数で除した金額の百分の六十

(イ)賃金の工部が、月給制など一定の期間によって定められた場合においては、その部分の総
額をその期間の総日数で除した金額と (ア )の金額の合算額 (例 .月絵制の賃金と出来高払制! 
の賃金が併給されている場合など,

O 算定期間は、賃金締切日がある場合においてはこ直前の賃金締切日から起算します。
O 賃金総額には,臨時に支払われた賃金及び3ヵ 月を超える期間ごとに支払われる賃金などは
算入しません。

○ 雇入後 3ヵ 月に満たない場合の算定期間は、雇入後の期間となります。
<平均賃金の計算の例>  ´

平均賃金の算定事由発生日が 10月 5日、賃金の締め日が毎月末日で、算定期間の資金が以下の
とき

※平均賃金の端数計算は銭の徹で切り捨て

労働者A(月 給制〕 給800円 )B

計算期間 7/1～ 7/31 3/1～ 3/31 O/1-9/30 7/1～ 7/31 3/1～ 3/31 9/1～ 9/30
勤務日数 21 22 21 16 12 15

基 本 給 200,000 209,000 2001000 102:400 76:800 96,000

職能手当 10,000 101000 10,000 I:000 11000 1,000

総支給額 210,000 2101000 210,000 103:400 77:300 G7,000

語0847.82円 となる(1)労働者Aの平均賃金 |―

(2)労働者 Bの平均賃金   103:400+77.300+971000

1尭普ギ鴇隻瑠署響揺議健盤許二
と匙だ処壌許種II淫暴)

92
=3023.91円  ①

8 労働契約嵐層間及び有期労働契約  (第 14・ 137条 )

労働契約に期間を定める場合の期間の上限は原則3年

原則として、労働契約の期間は、期間の定めのないものを除き、‐定の事業の完了に必要な期間

を定めるもののほかは、3年を超えてはなりません。
なお、一定の事業の完了に必要な期間を定めるものを除き、期間が 1年を超える有期労働契約を
締結した労働者 (下記「高度な専Fη自衛無識等を有する者」「満60歳以上の者Jに該当する労働者
は除く〕で、労働契約の期間の初日から1年を経過した日以後においては、使用者に申し出ること
により、いつでも退職することができます。
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裔威な専「1的知腺等を有する書や漑60 との労韓契約期間の上限は5年

高度の専門的な知識、技術又は経験 (以下「専門的知識等Jといいます。)を有する者
※や満 60歳

以上の者と有期労働契約を締結する場合の契約期間の上限は 5年です。なお、専門的知識等を有す

る者と、期間が 3年を超える労働契約を締結する場合は、その専門的知識等を必要とする業務を行

わせることが必要です。

※高度な専門的知識を有する者は,.55参照

有期労働契約の締結時や期間の満了時におけるトラブルを防止するため、使用者が講ずべき措

置について、
'厚
生労働大臣が基準を定めることができることとされ、これに基づき厚生労働大臣が

r有期労働契約の締結i更新及び雇止めに関する基準Jを制定しています。

有期労働契約の締結Ⅲ吏新及び雇止めに関する基準

使用者は、

① 契約更新を3回以上していたり、又は1年を超えて継続して雇用している有期契約労働者につ
いて、雇止めをする場合には、少なくとも30日前に予告をしなければなりません。

② 労働者が、雇止めの理由の明示を請求した場合には、遅滞なくこれを文書で交付しなければな
りません。
(摩止め理由の例〉

O担当していた業務が終了 '中止したため
O業務縮小のため
O前回の契約更新時に、本契約を更新しないことが合意されていたため

O契約締結当初から更新回数の上限を設けており、本契約は当該上限に係るものであるため

<雇止めについて解雇と同様に判断するとされた判例>
「本件各労働契約は、期間の満了毎に当然更新を重ねてあたかも期間の定めのない契約と実質

的に異ならない状態で存在していたものといわなければならず、本件各雇止めの意思表示は右

のような契約を終了させる趣旨のもとにされたのであるから、実質において解雇の意思表示に

あたり、本件各雇止めの判断に当たっては解雇に関する法理を類推すべきであるJ

(最高載第一小法廷 昭和但笙どをJ隻11■
=_、

照n鐸仁I星坐旦却泄 ……………ェ

③ 契約の更新により1年を超えて継続して雇用している有期契約労働者と契約更新する場合に
は、契約の実態及びその労働者の希望に応じて、契約期間をできる限り長くするよう努めなけれ

ばなりませんc

O業務遂行能力が十分ではなt などとヽ られるため

「有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準Jの概要

9i労働条件の明示  (錦 13条 )

書面による交付

労働者を採用する場合には、賃金“労働時間その他の労働条件
を書面などで明示しなければなり

ません (P.55

① 労働契約の期間に関する事項
② 期間の定めのある労働契約を更新する場合の基準に関する事項
③ 就業の場所及び従事すべき業務に関する事項
④ 始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有蕪、休憩時間、休日、休暇並びに労働者を
2組以上に分けて就業させる場合における就業時転換に関する事項

⑤ 賃金の決定、計算及び支払の方法、賃金の締切り及び支払の時期並びに昇給に関する事項
⑥ 退職に関する事項 (解雇の事由を含む)
⑦ 退職手当の定めが適用される労働者の範囲、退職手当の決定、計算及び支払の方法並びに退職

明示しなければならない事項

-4-



手当の支払の時期に関する事項
③ 臨時に支払われる賃金、賞与、最低賃金額に関する事項
③ 労働者に負担させるヽき食資、作業用品その他に関する事項
⑩ 安全及び衛生に関する事項
① 職業訓練に関する事項
⑫ 災害補償及び業務外の傷病扶助に関する事項
① 表彰及び制裁に関する事項
① 休職に関する事項

O ①～⑥までの事項についてはl⑤のうち昇給に関する事項を除き、すべての場合に必ず
書面を交付する方法で明示しなければなりません。
O パートタイム労働者を雇い入れた場合は、
昇給の有細、 退職金の有無、 賞与の有無
について、文書の交付等により明示しなければなりません。 (バートタイム労働法第6条 )
O ⑦～①までの事項については、その事項についての定め (慣行になっている場合も含み
ます。)がある場合に明示する必要があります。
O 様式集に『一般労働者用 ;常用、有期雇用型』の「労働条件通知書」 (記入例)を示しま
すので¬参考にしてください。また、労働条件通知書のモデル様式は、この他にも定めら
れていますので、必要な場合は長崎労働局労働基準部監督課又は最寄りの労働基準監督署
にご相談ください。

明示された労働条件が事実と相違する場合は、労働者は即時に労働契約を解除することができ

ます。

その際、就業のため住居を変更した労働者が契約解除の日から14日 以内に帰郷する場合は、
使用者は必要な旅費を負担しなければなりません。

やむを得ず解雇を行う場合には、解雇しようとする労働者に対して、

② 少なくとも30日前に解雇の予告
または

① 予告を行わない場合には平均賃金※R3参照の30日分以上の解雇予告手当の支払い
のいずれかの手続を行わなければなりませんc

<手続きにより解雇予告等が除外される場合>
① 天災事変その他やむを得ない事由で事業の継続が不可能となり、所轄の労働基準監督暑長

|

の認定を受けたとき。                                |
② 労働者の責に帰すべき事由によって解雇するときで、所轄の労働基準監督署長の認定を受

|

けたとき。なお、この認定は、解雇の意思表示をする前に受けるのが原則です。例)横領・傷 |

害事件、2週間以上の無断欠勤など                          i
<解雇予告等が除外されている場合 (第 21条)>                    |
① 日々 雇い入れられる者・・1か月を超えて雇われた者を除く              |
② 2ヵ 局以内の翼B間を定めて使用される者・・当該契約期間を超えて使用された者を除く  |
③ 季節的業務に4ヵ 月以内の期間を定めて使用される者・l当該契約期間を超えて使用された

|

者を除く                  |                   |
④ 試の使用期間中の者・・ 14日 を超えて使用された者を除く              |
L‐ ~マ ー ●― ●―・ ― ,―・ ― マー ●― ●― ‐・ ・ ―・ 一 ‐・ヽ ^“  … Ⅲ… ‐―

‐― ‐― ‐― ‐― ヽ一・ …
 
…・
‐ ヽ
…
 
…
 
…  … Ⅲ… ―, 一 ●ヤ ●ヤ  や・ ―・ ― ,― ●― ●― ●… ●●、Ⅲ… ■― ‐―・ 一 `一

‐―・ ―・ ―・ …・ ―
 ―・ ―・ 一

:

労働条件が相違する場合

10 解雇

解雇の手続き (第 20条 )
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解雇の禁止 (第 +9条など)

以下については法律で解雇が禁止されています。             1
① 業務上の傷病による休業期間及びその後30日間の解雇 (第 19条 )
② 産前産後の休業期間及びその後30日間の解雇 (第 19条 )
③ 国籍、信条、社会的身分を理由とする解雇 (第 3条 )
④ 労働者が労働基準監督署に対して申告をしたことを理由とする解雇 (第 104条 )
⑤ 労働組合の組合員であることi労働組合の正当な行為をしたことを理由とする解雇 (労働組合
法第7条 )

③ 性別を理由とする解雇及び女性労働者に対する婚姻、妊娠、出産、産前産後休業の申出・取得
等を理由とする解雇 (男女雇用機会均等法第6条、第9条 )

⑦ 育児休業、介護休業、子の看護休暇及び介護休暇、所定外労働の制限、時間外労働の制限、深
夜業の制限又は所定労働時間の短縮措置等の申出等又は取得等を理由とする解雇 (子の養育又は

家族の介護を行い、又は行うこととなる労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするた

めに事業主が講ずべき措置に関する指針第2の 11(平成21年厚生労働省告示第509号〕)

① 解雇は、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められない場合はtその権
利を濫用したものとして、無効となります。

「使用者の解雇権の行使も それが害観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当として、是認

されない場合には、権利の濫用として無効になると解するのが相当である。1(昭和58年4月 25日判

決最高裁第二小法廷 昭和43年 (オ}第499号 日本食塩製造事件)と最高裁判所において判示され、そ

の後の判例においても踏襲されて、解雇に関する一般的なルールとして確立されている「解雇構造

用法理」を明確にしたものです。強理解麗する場合には〔次の要件 (整理解雇の四要件)が必要で
あるとされています。
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② 妊娠中、産後 1年以内の女性労働者に対する解雇は、「妊娠・出産・産前産後休業取得等による
解雇でないことJを事業主が証明しない限り無効となります。 (男女雇用機会均等法第9条 )

どのような場合に解雇するかなど解雇に関することは、労働条件の重要な事項です。

このため、解雇・退職・定年制等に関する事項については、就業規則に定めて労働者に周知しな

ければなりませんc

○ 事業主は労働者の離職の翌日から起算して 10日 以内に、公共職業安定所長に雇用保険被保
険者資格喪失属を提出し、離職票の交付を受け、それを労働者に渡さなければなりません (雇用

保険法施行規則第7条、第17条 )。

① 30人以上の離職者が生ずる場合には、公共職業安定所長に大量雇用変動の届出をしなけれ
ばなりません (雇用対策法第27条 )。                            ′

解雇の効力

① 人員肖1減の必要性 (特定の事業部門の開鎖の必要性)
② 人員削減の手段として整理解雇を選択することの必要性 (解雇回避のために配置転換等
をする余地がないこと)

③ 解雇対象の選定の妥当性 (選定基準が客観的、合理的であること)
④ 解雇手続の妥当性 (労使協議等を実施していること)

整理解雇の四要件 (東京高裁 昭和51年 (ネ〕第1028号 昭和54年 10月 29日 判決等)

解雇理由の就業規則等への記載 (第 89条、第106条〕

離職の手続きなど
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11 退職時等の措置 l第 22・ 23条 )

退職証明書の交付 (第 22条 )

解雇理由肛明書の交付 (第 22条 )

労働者が退職した場合に、①使用期間、②業務の種類、③当該事業における地位、④賃金、⑤退

職9事由 (解雇の場合はその理由も含む。)について証明書 (退職証明書)の交付を請求した場合
には、使用者は遅滞なく交付しなければなりません。退職証明書の様式はP.67参照七

退職証明書には労働者が請求しない事項を記入してはいけません。

労働者が、解雇の予告をされた日から退職の日までの間に、解雇の理由についての証萌書 (解雇
理由鉦明書)′を請求した場合には、使用者は、遅滞なく交付しなければなりません。

ただし、解雇の予告がされた日以後に、労働者が蓋該解雇以外の事由により退職したときは、l吏
用者は、その労働者の退職日の日以後、この証明書を交付する必要はありません。解雇理由証明書
の様式はP`60を参照下さい。                   す

解雇理由訂明書には労働者が請求しない事項を記入してはいけません。

労働者が退職等した場合に、権利者から請求があったときには、使用者は 7日以内に賃金を支
払い、労働者の権利に属する積立金、貯蓄金等の金品を返還しなければなりません。

賃金は、労働者にとって重要な生活の糧であり、確実な支払が確保されなければなりません。
このため、賃金は、

① 通貨で ② 直接労働者に ③ 全額を ④ 毎月1回以上 ⑤ ―定期日を定めて
支払わなければなりません。

労働契約においては、最低賃金以上の賃金の定めを行つた上で、量低賃金額以上の賃金を支払
わなければなりません。

最低賃金には、すべての労働者に適用される地域別最低賃金 (都道府県ごとに定められてい
る。)と特定の産業の労働者に適用される特定最低賃金 (都道府県ごとに異なる。)があります。
最低賃金額に満たない算金の定めをしたものは、満たない部分は無効となり、適用される最低賃
金額と同様の定めをしたものとみなされます。(最低賃金制度はP.52参照〕

労働者の同意を得て、当該労働者の指定する本人の預貯金田座に振り込むことができます
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退職時等の金品の返還 (第 23条 )

12 賃金の支払い (第 24条)'最 低賃金  (最 f置賃金法第4条 )

賃金支払いの5原則 (第 24条 )

最低賃金以上の資金の支払い (最低賃金法第4条 )

賃金の日座振込



税金、社会・雇用保険料等法令に定めがある場合とi社宅費・社内預金等事理明白なものを対象

とした労使協定
※がある場合などに限られます。例えば、労働者に対して損害賠償を求めるとして、

賠償額を控除して支払うことは違反となります。

※賃金控除に関する協定書はP,70参照

退職金は、労働者の退職後の生活に重要な意味を持つものであり、また、社内預金は労働者の貴

重な貯蓄ですので.万一も企業が倒産した場合であつても、労働者にその支払いや返還を確実にし

なければなりません。このため、社内預金制度を行う場合は、確実な支払等のための保全措置を講

じなければなりません。また、退職金制度を設けている場合は、労働者全員が退職した場合の退職

金額の1/4に相当する額について、保全措置を講ずるよう努めなければなりません。

企業が『倒産としたために定期賃金あるいは退職金が支払われない退職労働者に対して、その未

払となっている定期賃金あるいは退職金 (以下『未払賃金」という。)の一定範囲について、独立

行政法人労働者健康安全機構が事業主に代わつて支払う制度が設けられています。

法律上又は事実上の倒産の日から遡ってoか月前の日以降に退職した労働者が対象となりま

す。立替払いの対象となる未払賃金は、退職日の6か月前の日以降に支払期日が到来している未

払賃金です。

立替払いの額は未払賃金総額の 100分の80ですが、退職日の年齢の区分に応じて上限が定
められています。

なお、立替払いを受けるための手続は、側産の区分等に応じて異なりますので、あらかじめ最寄

りの労働基準監督署にご相談ください。(資金の支払の確保等に関する法律第7条 )

会社側の都合 (使用者の責に帰すべき事由)により所定労働日に労働者を休業させた場合には、

休業させた日について、少なくとも平均賃金の 100分の60以上の休業手当を支払わなければ
なりません。

労働時間とは、始業時刻から終業時刻までの時間 (拘束時閣)から休憩時間を除いた時間です。

この労働時間は、使用者の指揮監督下にある時間をいい、必ずしも実際に作業に従事しているこ

とは要しません。したがって、使用者からの指示があればいつでも対応できるように待機してい

る時間 (手待時間)も労働時間になります。   (
労働時間には「法定労働時間」と「所定労働時間」とがありますが、「法定労働時間」とは労働

基準法に定められている 1週 40時間、1日 8時間 (特例措置対象事業場は 1週 44時間)の定め
をいい、「所定労働時間」とは各事業場が就業規則などで定めた勤務時間、すなわち、所定の始業

時刻から終業時刻までの時間から休憩時間を除いた時間をいいます。
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13 退 職 金 B社内預 金 の 確 実な 支払 い  (賃金の支払の確保等に関する法律第3・ 5条 )

14 未払賃金の立替払怖1度

151体業手当の支払い l第 26条 )

労働時間とは



書 寺>
この労働時間の考え方を図で示すと以下のようになります。

9:00

始業
20100

終業
,2 80    13 00 17 00    18 00

法定労働時間は 1日 8時間です。所定の就業時間が 9時から17時で途中 1時間の休憩がある場
合、所定労働時間は7時 F口尋となり、所定終業時タスllの 17時から18時まで勤務した場合は法定内の
残業時間、 18時以降は時間外労働時間となります。また、この日に20時まで勤務した場合に
は、拘束時間は 9時から20時までの 11時間となります。

○ 使用者は労働時間を適正に把握しなければなりませんc(「労働時間の適正な把握のために使用
者が講ずべき措置に関するガイドライン」P.31参照)

①法定労働時間は1日 8時間、 1週 40時間 (特例措置対象事業場は44時間)です。

<特例措置対象事業場>
常時使用する労働者数が 1～ 9人の商業、映画・演劇業 (映画製作の事業を除く)、 保健衛生業、
接客娯楽業

O所定労働時間は、法定労働時間以内としなければなりません。
O変形労働時間制 (32条の2、 32条の3、 32条の4.32条の5)
業務の繁閑等に応じて、特定の日あるいは特定の週により多くの労働時間を配分しつつ、一

定の期間を平均すれば当該時間以内となるような変形労働時間制を採用することもできま

す。変形労働時間制は、社会経済情勢の変化に対応するとともに、週休2日制の普及Ⅲ年間休
日の増加、業務の繁関に応じた労働時間の配分を行うことによって、労働時間を短縮すること
を目的とするもので、① l力 月単位の変形労働時間制、② l年単位の変形労働時間制、③フレ

ックスタイム制、そして④ l週間単位の非定型的変形労働時間制が認められています。

O事業場外労働及び裁量労働制 (38条の2、 38条の3、 38条の4)
① 事業場外で業務に従事し、かう、使用者の具体的な指揮監督が及ぼず労働時間を算定す
ることが困難な業務については「みなし労働時間制」

② 業務の遂行の手段や配分に関して具体的な指示をしない法定の業務で、労使協定で定め
る時間を労働したものとみなす「専門業務型裁量労働制』

③ 事業の運営上の重要な決定が行われるなど「企画・立案・調査及び分析業務」に従事す
る労働者について、労使委員会の設置・決議により、労使合意により定められた労働時間
数を働いたものとみなす「企画業務型載量労働制」

が認められています。
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17 法定労働時間 l第 32条)。 労働時間制度
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時間外労働
法定労働時間は休憩時間を除き
1日 8時間
1週 40時間以内 (第 32条〕
※特例措置対象事業場は
1週 44時間以内

法定労働時間を超える場合

① 時間外労働・休日
"働

に関する労使協定 (36協
定)の締結及び労働基準監督署べの届出
② 災害等による臨時に必要性がある場合は、第 3、 3
条の許可・届出
により、法定労働時間を超えて労働させることができ
ます。

① lヵ月単位の変形労働時間制 (第 32条の2)
就業規則で規定、または労使協定を締結・届出して、 1カ月以内の一定の期間を平均して1週

間当たりの所定労働時間を週40時間 (特例事業場は44時間)以下とする

<週 40時間とする 1 を採用した場合の 数>

② l年単位の変形労働時間制 (第 32条の4)
季節による業務の繁閑差があり、繁忙期には相当の時間外労働が生ずる一方、関散期には所定

労働時間に見合うだけの仕事がない事業場などにおいて、労使協定を締結・届出するなどして、

二年以内の一定期間を平均して所定労働時間を週 40時間以下とする制度 ・
¬

<1年単位の変形労働時間制を採用するときの留意点>
②対象労働者の範囲
対象労働者の範囲は、労使協定により明確に定める必要があります。

④変形期間中の途中入社、退職者に対する精算
途中入社、退職者の実労働期間 (法定割増資金を支払わなければならない場合を除く)力f

次の計算式による時間数を越えた場合は、その超えた時間数について書il増賃金を支払う必要

があります。

法第 32条の 4の 2により 支払う時間

本  人  の
実 労儘 時間

◎労働時間の特定

1年単位の変形労働時間制の導入に当たり、 1カ 月以上の期間ごとに対象期間を区分し
た場合、各期間の労働口数及び総労働時間を労使協定において定める必要がありますが、

最初の期間を除き協定時に全期間の労働日ごとの労働時間を示す必要はなく、区分された
‐
各期間の30日 前までに労働日及び労働日ごとの労働時間を労働者の代表の同意を得て、
書面に特定すればよいこととなつています。なお、特定された労働日及び労働日ごとの労

働時間を変更することはできません。

①労働日数、 の限度

40 と るために 1年単位の変形労働時間制を採用した 休日数>

実労働期間における法定労働時

間の総枠 (総枠=暦 日数 X40/7)

1 日 の F 好 定 〕

7時間40分 7時間80分 7時間20分 7時間15分 7時間

月の

日数
労働時間の総枠

8時間 7時間46分

8日 8日 8日 7日 7E 6日 6日28日 160時間
7日 7日 6日29日 165,7時 間 9日 8日 8日 7日

8日 8日 7日 7日 6日30日 171.4瞭 !騨
|
9日 8日

7日 6日31日 177.1時 9日 9日 8日 8日 7日

リ

払 う 時 間

37
金 を

労働日数の

限度 対象期閥が 3ヵ 月を超え 1年未満である場合
→ 1年の労働日数X対象期間の暦日数/3o5側 数ヽ点以潤嘲

→対象期間が 1 原則280日

1日 → 10時間   1週 間 → 52時間
0 48時 間を超える所定労働時間を設定した週が連続 3週間以内であること
○ 起算日から3ヵ 月ごとに区切った 1週間に、48時間を超える週の初日が
3日以内であること

1日及び 1

週間の労働

時間の限度

連続して労

働させる日

数の限度

(特定期間 (対象期間中の特に業務が繁忙な期間)に
・
おける連続労働日数は、労使協定の定めがある場合には、 1週間に 1日の休日
連続労働日数 → 6日

が確保できる日数。最長 12日 )

1日 の 所 定 労 働 時 間
7時間40分 7時間 30分年の日数 労働時間の総枠

8時間 7時間45分
87日365日 2085,7時 間 105日 96日 93日

97日 94日 88日366日 2091.4時 間 105日
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③フレックスタイム制 (第 32条の 3)
最長3カ月の「清算期間」で定められた所定労働時間の枠内で、労働者が 始業。終業時刻を自由
に選べる制度。労働者は「清算期間」における所定労働時間に達するよう、労働時間を調整して働く
ことができる (法定労働時間の枠を超えれば割増賃金が発生する)制度
④ l週間単位の非定型的変形労働時間制 (第 32条の5)
規模 30人未満の小売、旅館、料理店、飲食店の事業において1労使協定を締結・届け出ることに
より、あらかじめ 1週間の各日の労働時間を労働者に書画通知することで 1週 40時間の範囲内で
旦1…Q監口主で菫幽吏せ0三とが至営.●争!庫 .
<変形労働時間制を

<労使協定を締結する際の労働者の過半数を代表する者>
労働者の過半数を占める労働組合がないときは、労働者代表を選出します。この場合の労働
者は、パートタイマー等時間外労働を行わない労働者も含む全労働者を指します。(派遣労働者
は派遣元に含まれます。)
労働者代表となる者は、監督又は管理の地位にある者でないこと、労使協定の締結等を行う
者を選出することを明らかにして実施された投票、選挙等により選出された者であることが必
要です。
なお、書面による協定が必要な労使協定は、届出と協定書を兼ねる場合は労働者代表の署名
又は記名・押印が必要となります。
労働者代表の選出方法は、投票による選挙R挙手による選挙、投票による信任、挙手による
信任、回覧による信任等の手法があります。協定の基事者が過半数を代表する労働組合の場合
は、「選出方法』構の記入は不要です。

変 形 労 働 時 間 制 の 種 類 1カ 月単 位 1年 単 位 フレックスタイム1週 間単 位
変形労働時間制についての労使協定の締結 O※ O O ○

労使協定の監督署への提出 ○
※

○

i O
清算期間が1カ月
以内の時は提出不要

○

休 日 週1日または4週 4日 週 1日 週1日または4週 4日 週 1日
1日 の 労 働 時 間 の 上 限 10時間 10時間
1週 の 労 働 時 間 の 上 限 52時間
1週 平 均 の 労 働 時 間 40時間

t特側事業場は41時間|

40時間 40時間
1特例事業場は44時 l,li

40時間

労
働
時
間
な
ど
時 間・ 時刻 は 会 社 が 指 示 O ○

出勤・退動時刻は労

働者個人の選lR制
O

※就業規則への定め、もしくは労使協定の締結のいずれかにより採用できま
t注1年少者 (満18歳未満)、 妊産婦については変形労働時間制の適用は一定の制限があります。

す。

①事業場外のみなし労働時間削 (第 38条のと)
労働時間の把握が困難な事業場外の労働について『所定労働時間」、または「労使協定」で定めた「通
常必要とされる時間Jを労働したものとみなす制度 (P.20を参照)
②専F号業務型裁量労働制 (第 38条の 3)
業務遂行の手段や配分に関して具体的指示をしない次の業務で、労使協定で定めた時間を労働したもの
とみなす制度 ～新商品の研究開発、情報システムの分析設計、取材編集、デザインの考案の業務、プロ
デューサー・ディレクター、コピーライタィ、公認会計士、弁護士、建築士t不動産鑑定士、弁理士等 (P.21
を参照)

③企画業務型裁量労働制 (第 38条の4)
事業の運営上の重要な決定が行われるなど「企画 '立案・調査及び分析業務』に従事する労働者につい
て、労使委員会の設置、決議により、労使合意により定めた労働時間数を働いたものとみなす制度 (P,21
を参照 )
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適用除外 〔第41祭〕

①農畜産業、水産業の事業に従事する者  ②いわゆる管理監督者
③機密の事務を取り扱う者  ④行政官庁の許可を受けた監視又は断続曲労働に従事する者
については、上記の労働時間、下記の休憩、休日に関する規定が適用されません。    ・
但しも管理監督者等については、その該当要件がきわめて限定して解釈されています。詳しく

は、P.25、 49～ 50をご覧ください8     1

「高度な専門的知識等を必要とする一定の業務」に従事する、「一定範囲の労働者」について、

「使用者が健康確保措置を講じること」を要件として「制度導入に係る労使委員会の決議を労基

署に属け出た」上で「労働者本人の同意」を得て、労働時間、休憩、休日及び深夜の割増賃金に関

する規定の適用を除外する制度です。

労働時間が 6時間を超えるときは、少なくとも45分、8時間を超えるときは、少なくとも 1時

間の体憩時間を労働時間の途中に与え、自由に利用させなければなりません。

休憩時間は、原則、労働から完全に解放された状態でなければなりません。いわゆる手待時間は

労働時間でありⅢ休憩時間ではありませんB

休憩は、全労働者に一斉に付与することが原則ですが、労使協定を締結 (特定の業種については

不要)することにより、一斉付与は適用除外となります。

<i斉休憩が適用除外となる業程>
iO運輸交通業 O商業 O金融・広告業 O映画・演劇業 O通信業 ○保健衛生業 O接客娯楽業 O宮

休日は毎週少なくとも 1回与えなければなりません。ただし、4週間を通じ4日以上の休日を

与える場合はこの限りではありません。

なお、ここでいう休日とは、午前0時から午後 12時までの暦日のことをいい、単に継続 24時

間であればよいというものではありません。ただし、番方編成による交替制の場合には、例外的に

継続 24時間をもって休日と認められることがあります。

<例>
10日 11日 12日 13日 18日 10日 20日 21日

9:00-18:00 21:001 V7:00 21:00´ '7:00 21:00お ,7:00

モ1日は0時～24時にンフトが組まれていな

いので休日となる。

19日の7時から20日の21時まで24時間以上

空いているが、休日とはならない。

高度プロフエッショナル制虚 (第 41条の2)

18'休憩時間 l第 34条〕

19 1ホロ (第 35条 }

20.時間外労働 与休日労鶴llに関する労使協定 ( 36協定) (第 36条,

労働者に時間外労働又は休日労働を行わせるには、労働者の過半数で組織する労働組合がある

場合はその労働組合と、過半数で組織する労働組合がない場合は労働者の過半数を代表する者と

書面による協定 (36協定)を締結し、これを事前に所轄の労働基準監督署長に届け出なければな

りません。           ヽ
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労働者の過半数を代表する者  (労甚則第6条の2)

「時間外労働・休日労働に関する協定 (36協定)Jを締結する際に、事業場に労働者の過半数
で組織する労働組合がない場合は、労働者の過半数を代表する者 (過半数代表者を選出し、労働者

側の締結当事者とする必要があります。

<過半数代表者になることができる労働者の要件と、正しい選出手続きについて>
① 労働基準法第41条第2号に規定する管理監督者でないこと。
② 36協定を締結するための過半数代表者を選出することを明らかにしたうえで、投票、挙手な
どにより選出すること
O 選出手続きは、投票,挙手の他に、労働者の話し合いや持ち回り決議などでも構いません
が、労働者の過半数がその人の選任を支持していることが明確になる民主的な手続きがとら
れていることが必要です。また、選出に当たっては、パートやアルバイトなどを含めたすべ
ての労働者が手続きに参加できるようにしましょう。
○ 会社の代表者が特定の労働者を指名するなど、使用者の意向によって過半数代表者が選出
された場合、その36協定は無効です。
O 社員親睦会の幹事などを自動的に過半数代表者にした場合、その人は36協定を締結する
ために選出されたわけではありませんので、協定は無効です。この場合は、改めて36協定
の締結当事者となることの信任を得てください。

① 時間外労働の上限は、原則として月45時間。年360時間と定められています。
② 臨時的な特別の事情があって労使が合意した場合、上記の原則の限度時間を超えることがで
きます (特別条項)。 但し、以下を守らなければなりません。
○ 時間外労働が年720時間以内
○ 時間外労働と休日労働 (法定休日の労働)の合計が月100時間未満
○ 時間外労働と休日労働の合計について r2か月平均」「3か月平均」『4か月平均」
「5か月平均」「6か月平均」が全て 1月当たり80時間以内
○ 時間外労働が月45時間を超えることができるのは、年に6回が限度
※時間外労働とはp.9の法定労働時間を超える労働、休日労働とは、p.12の休日(週に1日又は
4週に4日 間の休日)の労働のことをいいま′

①上

時間外労働の上限規制

事業・業務 描予期間中の取扱い
(2024年 3月 31日 まで)

猶予後の取扱い
_ (2024年 4月 1日以降)

建設事業
(第 139条 )

災害の復旧・復興の事業を除き、上限規制が

O 災害の復旧・復興の事業に関しては、時間外
労働と休日労働の合計について、  |
・局 100時間未満
・ 2～ 6か月平均 80時間以内
とする規制は適用されません。

○
すべて適用されます

自動車運転
の業務
(第 140条 )

O 特別条項付き36協定を締結する場合の年間
の時間外労働の上限が年960時間となります
○ 時間外労働と休日労働の合計について
,月 100時間未満
,2～ 6か月平均 80時間以内
とする規制は適用されません
°る豚牌 留ど尋と与薯脇 垂境ど斬

医 師
(第 141条 )

上限規制は適用されません。

具体的な上限時間
ととされています

今後、省令で定めるこ

鹿児島県及
び沖縄県に
おける砂糖
製造業
(第 142条 )

O 時間外労働と休日労働の合計に
ついて

`

・月 100時 間未満
・ 2～ 6か月平均 80時間以内
とする規制は適用されません

上限規制がすべて適用されます
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・・新技術 い 11

新技術・新商品等の研究開発業務については.上限規制の適用が除外されています。
なお、労働安全衛生法で 1週間当たり40時間を超えて労働した時間が月100時間を超えた労働
者に対しては、医師の面接指導が義務付けられました。 (月 80時間を超えた労働者から申出があつ
た場合には、医師の面接指導を真施しなければなりません)

③育児・介護休業による時間外労働の団限
育児・介護休業法第17条、第18条により小学校就学前の子を養育し、又は要介議状態にある対象家

族を介護する一定範囲の労働者について、その請求により、事業の正常な運営を妨げる場合を除き 1

ヵ月当たり24時間、 1年当たり150時間を超える時間外労働が制限されます。

21 時間外労働、休口労働及び深夜労働に対する割増賃金 l第 37条〕

割壇資金の算定率 (割増率)

使用者は労働者に、

O法定労働時間を超えて労働させた場合 (時間外労働)              ・

O深夜時間帯 (午後10時から午前5時までの間)に労働させた場合 (深夜労働)

には、通常の賃金額の2割 5分以上の率で計算した割増賃金を支払わなければなりません。また、

O法定の休日 (週 1日又は4週 4日 )に労働させた場合 (休日労働)

には、通常の賃金額の3割 5分以上の率で計算した割増賃金を支払わなければなりません。

なお、時間外労働が深夜に及んだ場合に5割以上の率 (時間外の割増+深夜の割増)で、休日労

働が深夜に及んだ場合には6割以上の率 (休日の割増キ深夜の割増)で計算した割増賃金を支払

わなければなりません。

さらに、中小企業 (該当の有無はP,17を参照)を除き、1カ月の時間外労働が60時間を超えた

場合には5割以上の割増賃金を支払わなければなりません。

割増資金の計算の基礎となる賃金は、通常の労働時間又は労働日に対して支払われるすべての

賃金のことをいい、基本給のみならず諸手当を含めたものでなければなりません。

ただし、家族手当、通勤手当、住宅手当、別居手当、子女教育手当、臨時に支払われた賃金 (結

婚手当、加療見舞金など)、 1カ月を超える期間ごとに支払われる賃金 (賞与など)の 7種類の賃

金については、割増賃金の計算の基礎となる賃金に算入しなくてもよいとされています。

具体的な計算方法はも所定労働時間 1時間当たりの通常の賃金額を1.25倍又は1.35倍し

て割増賃金の単価を算出、それに時間外労働時間数又は休日労働時間数を乗じるということにな

ります。賃金の形態には、時間給、日給、月給などがありますが、それぞれについて割増賃金の単

価の計算方法は次のとおりです。

②日給の場合
百    X h 25御

渭 剪

(所定労働時間が日によつて異なるときには、 1週間における 1日平均の所定労働時間数)

③月給の場合
月給額+OO手当+OO手当+OO手当 Xl.25(1.35)
1カ 月の所定労働時間数

(所定労働時間が月によって異なるときには、 1年間における1カ 月平均の所定労働時間数)
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割増賃金の算定基礎となる資金

割増賃金の計算方法

割増賃金の 1時間当たりの単価の計算方法 (かつこ内は休日労働の場合)



④出来高払 (歩合給)の場合

○ 賃金が日給部分と月決めの手当などで構成されている場合は、それぞれの計算方法で計算し
た単価の合計以上で支払います。
① 所定労働時間の短縮を行つた場合には、新たな所定労働時間を基礎として割増賃金の 1時間
当たりの単価を計算し直さなければなりません。
① 月給制で所定労働時間数が月によって異なる場合は、 1年ごとに決算期間等一定時期に年間
所定休日数の確認を行い、 1カ月平均所定労働時間数の見直しを行う必要がありますロ

×■25岬 醐
賃金算定期間の総労働時|

<中小企業を除く1か月60時間を超える時間外労働の割増賃金率>
0 1カ 月60時間を超える時間外労働については、法定割増賃金率は50%に引上げられました
注1。 但し中小企業について、法定割増賃金率の引上げは、 2023年 3月 31日 まで猶予されて
います。
○ 事業場で労使協定を締結すれば、 1カ月に60時間を超える時間外労働を行つた労働者に対し
て、割増率の引上げ分 (25%か ら50%に引き上げた差の25%分)の割増賃金の支払に代え
て、代替休暇を付与することもできます注2。

○ 労働者が代替休暇を取得した場合でも、現行の25%以上の割増賃金の支払は必要です。
注 1:割増賃金率の引き上げは、時間外労働が対象です。休日労働 (35%)と深夜労働 (25%
の割増賃金率は、変更ありません。

注 2:代替休暇は、長時間の時間外労働を行つたときから労使協定 (P,18参 照)により最長 2か
月以内に、または半日単位で付与することができますa労働者が実際に代替休暇を取得しな
かった場合には、50%の割増賃金の支払が必要です。

◎ 就業規則に上記の割増率等に関する定めが必要です。

t

,

1

,

<法定割増賃金率の引き上げが猶予される中小企業の範田>
中小企業に該当するか否かは、企業単位で「資本金の額または出資の総額」と「常時使用する
働者の数」で判断されま いずれかに該当する場合に 企ヽ と る )

,

,

I

,

1

1

業種 (日本産業分類 )  :要    件 業種 (日本産業分類 )  i要    件

I(卸売業、小売業)のうち
中分類 5

中分類 5

中分類 5

中分類 5

中分類 5

中分類 5

0(各種商品卸売業)
1(l戦維、衣類等卸売

業)
2(飲食料品卸売業)
3(建築材料、鉱物・金
属材料等卸売業)
4(機械器具卸売業〕
5(その他の卸売業)

額

または

常時使用する

労 働 者 数
100人 以下

の

ま

総

以

金

た

の

円

本

ま

資

億

資

　

出

可

I(卸売業、小売業)のうち

中分類 56(各種商品小売業)
中分類 57(繊維・衣服・身の回

り品小売業,

中分類 58(飲食料品小売業 )
中分類 59(機械器具小売業)
中分類 60(その他の小売業〕
中分類 61(無店舗小売業)
大分類M(宿泊業、飲食サービス
業)のうち

中分類 761飲食店,
中分類 77け寺ち帰り・配達飲食

サービス業)

i  または
1常時使用する

1労 働 者 数

iS O人 以 下

000万円以下

資

　

出

５
，

本 金 の

または

資 の 総

中分類 38(放送業)
中分類 39(情報サービス業)
小分類 411(映像情報制作 =配

給業)

小分類412(音声情報制作業)
小分類 415(広告制作業)
小分類416(映像・音声・文字

情報制作に附帯す

るサービス業)
大分類 K(不動産業、物品賃貸業)
のうち

小分類 693(駐車場業}
中分類 70(物品賃貸業)
大分類M(宿泊業、飲食サービス

N(生活関連サービス業、娯
楽業)に し、小分類 (旅行
業)は除く)

大分類0(教育、学習支援業〕
大分類 P(医療、福祉)
六分類Q(複合サービス業)
分類 R(サービス業 〈他に分類さ

―ビス

G(情報通信業)のうち

のうち

中分類 75(宿泊業)

いもの

5,000万円以下

出 資 の 総

または

時使用する

働 者 数
00人以下

本 金 の

または

3億円以下他  上記以外全て

1常時使用する労働者数300

た

または
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変形労働時間における時間外労働の割増資金について

① l日の労働時間が8時間を超えて設定している日は、それを超える労働時間  、
② l日の労働時間が8時間以内で設定している日は、8時間を超える労働時間

③ l週間の労働時間が40時間を超えて設定している週は、それを超える労働時間 (上記①②
で既に時間外労働となる時間を除く)

④ l週間の労働時間が40時間以内で設定している週は、 1週 40時間を超える労働時間 (上
記①②で既に時間外労働となる時間を除く)

⑤ 変形期間の全期間については、変形期間における法定労働時間の総枠を超える労働時間 (上
記①②③④で時間外労働となる時間を除く)

<2 例> (□は所定労働時間 □は所定労働時間を超えて労働した時間)

1週 36 第 2週 t44時

1.第 1週の金曜日の所定労働時間は9時間と設定されている (法定労働時間である8時間
を超えて設定されている)こ とから、当該日の 1時間の時間外労働は割増資金の支払が必

要となる。(図①)
2.‐ 第2週のホ曜日の所定労働時間は8時間と設定されていることから、当該日つ 1時間の

時間外労働は創増資金の支払が必要となる。(図②)
3.第 2週は労働時間が44時間と設定されている (40時間を超えて設定されている)週
であることから、所定労働時間が6時間と設定されている水曜日の時間外労働は8時間を

超えていなくても割増資金の支払が必要となる。(図⑥)
4.第 1週は所定労働時間が36時間と設定されている週であることから、図①の時間外労
働を除き週40時間 (図⑤の4時間を加えた)を超えた時間外労働は割増賃金の支払が必
要となる。(国④)
5.第 1週の月曜日2時間、火曜日2時間 (計 4時間)の時間外労働は、上記図①R ④を除
くと週40時間以内に収まっているが、変形期間 (2週間)における法定労働時間80時
間 (平均労働時間週40時間)の枠を超える時間外労働となるので割増賃金の支払が必要
となる。(図③)

時8

<代替休暇の労使協定の例>
(対象者及び期間)

第 1条 代替休暇は、賃金計算期間の初日を起算日とする1カ 月において、 60時間を超える時
間外労働を行つた者のうち半日以上の代替休暇を取得することが可能な者 (以下「代替休暇

取得可能労働者こという。1に対して、当該代替休暇取得可能労働者が取得の意向を示した

場合に、当該局の末日の翌日から2カ 月以内に与えられる。

(付与単位)                 
′       、

第 2条 代替休暇は、半日又は 1日単位で与えられるEこの場合の半日とは、午前 (8:00～ 12:00)
又は午後 (13:00～ 17:00)の 4時間のことをいう。

(代替休暇の計算方法)・   I
第 3条 代替休暇の時間数は、 1カ 月60時間を超える時間外労働時間数に換算率を乗じた時間
数とする。この場合において、換算率とは、代替休暇を取得しなかつた場合に支払う剖増l

賃金率 50%か ら代替休暇を取得した場合に支払う割増賃金率 30%を差し引いた20%
とするc

また、会社は、労働者が代管休暇を取得した場合、取得した時間数を換算率 (20%〕 で

除した時間数については、 20%の割増賃金の支払を要しない。

①

９
時
間

休

日６
時
間

６
時
間

９
時
間

９
時
間

休

日

休

日 ６
時
間

６
時
間

６
時
間

８
時
間

９
時
間６

時
間
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,

(代替休暇の意向確認)
第 4条 会社は、 1カ 月に60時間を超える時間外労働を行つた労働者に対して、当該月の末日
の翌日から5日 以内に代誉休暇取得の意向を確認するものとする。この場合において(5
日以内に意向の有無が不明なときは、意向がなかったものとみなす。

(賃金の支払日)

第 5条 会社は、前条の意向確認の結果、代替休暇取得の意向があった場合には、支払うべき割
増賃金額のうち代誉休暇に代替される賃金額を除いた部分を当該時間外労働を行った月に
係る賃金支払日に支払うこととするgただしヽ 当該月の末日の翌日から2カ月以内に代替
休暇が取得されなかった場合には、残りの割増資金は代替休暇が取得されないことが確定
した月に係る割増賃金支払日に支払うこととする。

第6条 会社は、第4条の意向確認の結果、取得の意向がなかった場合には、当該月に行われた
_時間外労働に係る割増賃金の総額を通常の賃金支払日に支払うこととする!ただし、取得
の意向がなかった労働者から当該月の末日の翌日から2カ月以内に改めて取得の意向が表
明された場合には、会社の承認により、代督休暇を与えることができる。この場合、代替
休暇の取得があった月に 払日に過払分の賃金を精算するものとする。

>
(割増賃金)
第O条 時間外労働に対する割増賃金は次の割増賃金率に基づき、次条の計算方法により支給す
る。
(1)1カ 月の時間外労働時間数に応じた割増資金率は、次のとおりとする。なお、この場合の
1カ 月は毎月 1日 を起算日とする。
① 時間外労働45時間以下            25%
② 時間外労働45時間超～60時間以下      30%
③ 時間外労働60時間超             50%
④ ③の時間外労働めうち代替休暇を取得した時間  30%(残 り20%の割増賃
金分は代替休暇に充当)

(2)1年間の時間外労働時間数が 360時間を超えた部分については、40%と する。なお、
この場合の 1年間は毎年 4月 1日 を起算日とする。
(代替体暇)

第○条 lヶ 月 (賃金計算期間)の時間外労働が 60時間を超えた従業員に対して、労使協定に
基づき、次により代替休暇を与えるものとする。
(1)代替休暇を取得できる期間は、直前の賃金締切日の翌日から起算して翌々月の賃金締切日
までの 2ヶ 月とすると
(2)代替休暇は、半日又は 1日単位で与える。この場合の半日とは、午前 (8:00～ 12:00)又
は午後 (13:00れ 17:00)のことをいう。
13)代替休H限の時間数は、 1か月60時間を超える時間外労働時間数に換算率を乗じた時間数
とする口この場合において、換算率とは、代替休暇を取得しなかった場合に支払う割増賃金
率 50%か ら代替休暇を取得した場合に支払う割増賃金率 30%を差し引いた 20%とす
る。また、従業員が代替休暇を取得した場合は、取得した時間数を換算率 (20%)で 除し
た時間数については、29%の割増賃金の支払を要しないこととする。        '
(4)代替休暇の時間数が半日又は 1日 に満たない端数がある場合には、その満たない部分につ
いても有給の休暇とし、半日又は 1日の休田限として与えることができる。ただし、前項の割
増賃金の支払いを要しないこととなる時間の計算におぃては、代替休暇の時間数を上回つて
休暇とした部分は算定せず、代替休暇の時間数のみで計算することとする9
(5)代替休暇を取得しようとする者は、1か月に60時間を超える時間外労働を行った月の賃
金締切日の翌日から5日 以内に会社に申し出るものとする。代替休暇取得日は、従業員の意
向を踏まえ決定することとする。
16)会社は、前項の申出があった場合は、支払うべき割増賃金額のうち代替休暇に代替される
賃金額を除いた部分を通常の賃金支払日に支払うこととする。ただし、当該月の末日の翌日
から2か月以内に代誉休暇が取得されなかった場合には、取得がなされないことが確定した
月に係る割増賃金支払日に残りの20%の割増賃金を支払うこととする。
(7)会社は、申出がなかった場合は、当該月に行われた時間外労働に係る割増賃金の総額を通
常の資金支払日に支払うこととする。

t

1

ただし、取得の意向がなかった第 1項の期間中に従業員から改めて取得の申出があちた場
合には、会社の承認により、代替休暇を与えることができる。この場合、代替休暇の取得が

の賃金を精算

|

-17-

あった月に係る賃金支払日に 分 るものとする。



22 事業場外労働のみなし労働時間制 l第 38条の2)

営業職などの労働者が事業場外で労働しⅢ労働時間の算定が困難な場合には、所定労働時間労

働したものとみなされます。事業場外労働で所定労働時間を超えて労働することが通常必要とな

る場合においては、「当該業務の遂行に通常必要とされる時間」または「労使協定で定めた時間」

労働したものとしてみなされますご

<一部事業場内労働の場合の算定>
みなし労働時間制による労働時間の算定の対象となるのは、事業場外で業務に従事した部分

であり、労使協定についても、この部分について協定します。事業場内で労働した時間につい

ては別途把握しなければなりません。そして、労働時間の一部を事業場内で労働した日の労働

時間は、みなし労働時間制によつて算定される事業場外で業務に従事した時間と、別途把握し

た事業場ぬにおける時間とを加えた時間となりますじ

<事業場外労働が法定労働時間を超える労使協定を締結した場合>
「事業場外労働に関する協定届 (様式第12号 )」 と r時間外労働・休日労働に関する協定届 (様

式9号 )」 (二つを合わせた様式第9号の2も有り)を管轄の労働基準監督暑長への層出が必要で

す。(労使協定を締結する場合は、事業場外での 1日 当たりの時間数が対象です。)

労働時間の全部又は一部を事業場外で従事した場合で、

使用者の具体的な指揮監督が及ばず労働時間が算定しが

たいとき
みなし労戯時間事

業

場

外

労

働

原則 :所定労働時間労働したものとみなす

例外 :所定労働時間を超える労働が必要となる場合
け当骸業務の送行に通常必要とされる時間労働

したものとみなす。

※労使協定で当該業務の遂行に通常必要とされ

る時間を定めた場合は、その時間労働したもの

とみなす

みなし規定

対  象  外

使用者の指揮監督が及んでいる場合

例 ① 何人かのグループで事業場外労働に従事する場合で、そのメン
パーの中に労働を管理する者がいる場合

② 無線や携韓電話等でいつでも時間連絡がとれる状態にあり随
時使用者の指示を受けながら労働している場合

③ 事業場において、訪問先、帰社時刻等当日の業務の具体的な指
示を受けて業務に従事し、その事業場に戻る場合

-18-



23 裁量労働制 悌 38条の3、 第38条の4)

専門業務型裁量労伊れ制 (第 38条の3) 企画業務型裁量労働制 (第38条の4)

対

象

業

務

業務の性質上、その遂行の方法を大幅に労働者
の裁量に委ねる必要があるため、業務の遂行の手
段及び時間配分の決定などに関し、具体的な指示
をすることが困難な業務

①新商品、新技術の研究開発または人文科学、
自然科学の研究の業務
②情報処理シネテムの分析・設計の業務
③新聞 `出版め事業における記事の取材・編集
の業務、放送番組の制作のための取材・編集
の業務
④デザイナーの業務
⑥放送番組,映画等の制作の事業におけるプロ
デュエサーまたは、ディレクターの業務
⑥コピーライターの業務
⑦システムコンサルタントの業務
③インテリアコーディネーターの業務
⑥ゲーム用ソフトウェアの創作の業務
⑩証券アナリストの業務
①金融工学等の知識を用いる金融商品の開発
の業務
⑫大学での教授研究の業務 (主として研究に従
事するものに限る

'③公認会計士の業務
④弁護士の業務
⑬建築士 (―級建築士・三級建築士・木造建築
士)の業務
①不動産鑑定士の業務
O弁理士の業務
①税理士の業務
⑩中小企業診断士

事業の運営に関する事項についての企画、立

案、調査、分析の業務であって、業務の性質上、
その遂行の方法を大幅に労働者の裁量に委ねる

必要があるため、業務の遂行の手段及び時間配分
の決定などに関し守具体的な指示をしない業務
(対象労働者)

対象業務に従事する労働者であって、対象

業務を遂行する知識 ,経験を有し、この制度

iによることに同意した者

導

入

要

件

次の事項を定めた労使協定を締結すること

①制度を適用する業務の範囲
②適用者には、業務遂行の方法、時間配分の決
定などに関する具体的な指示をしないこと
⑥ l日当たりのみなし労働時間数
④労使協定の有効期間
⑤対象労働者に適用する健康・福祉確保措置
⑥対象労働者からの書情処理のための措置
⑦⑤及び⑥に関する記録を、有効期間中及びそ
の後3年間保存すること        |

労使委員会※の委員の5分の4以上の多数によ
り次の事項について決議し、決議内容を所轄労働
基準監督署長に届け出ること   「
①対象業務の範囲
②対象労働者の具体的な範血
③ l日当たりのみなし労働時間数
④対象労働者に適用する健康福祉確保措置
⑤対象労働者からの苦情処理のための措置
⑥本人の同意の取得、不同意者の不利益取
扱いの禁止に関する措置
⑦決議の有効期間の定め
③④～⑥などに関する記録を、有効期間中及び
その後3年間保存すること
※ 委員の半数が、過半数労働組合 (これがない場
合は過半数代表者)に任期をためて指名されてい
ること等の要件があります

届
出

報
告

労使協定の所轄労働基準監督署長への届出 ①委員会の決議の所轄労働基準監督署長への
属出
②当分の間、健康・福祉を確保する措置の実施
状況

などについて決議の日から6か月以内に 1回、所
轄労働基準監督暑長べの報告
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24 年次有給休日限 l第 39条、第136条 )

年次有綸休暇の付与日数

雇入れの日から起算して6か月間継続勤務※し、金労働日の B割以上を出勤した労働者には 10
日間の年次有給休暇を付与しなけれIぎなりません。さらに、動続年数に応じて、下表の日数の年次

有給休暇を与えなくてはなりません。

動続年数 6か月
1年
6ん 月ゝ

2年
6か月

3年
6か月

4年
6か月

5年
6か月

6年 6か月
以上

付与日数 10日 11日 12日 14日 16日 18日 20日

パートタイム、アルバイトなど週の所定労働日数が週 4日以下、または 1年間の所定労働回数

が216日以下の労働者に対する有給休暇の付与日数は下表のとおりとなります。

週所定

労働日数

1年間の

所定労働日数

勤 続 年 数

6か月
1年
6か月

2年
6か月

3年
6か月

4年
6カ与月

5年
6か月

6年 6か月
以上

4日 169～ 216日 7日 8日 9日 10日 12日 13日 15日

3日 121～ 168日 5日 6日 6日 8日 9日 10日 可1日

2日 73～ 120日 3日 4日 4日 5日 6日 6日 7日

1日 48～ 72日 1日 2日 2日 2日 3日 3日 3日

この表は 1週間の労働日数が 4日以下でかつ所定労働時間は30時間未満の労働者に適用され、労

働日数が 5日以上又は所定労働時間が 30時間以上の労働者は通常の労働者と同様に扱わなければ
なりません。

<継続勤務とは>
継続勤務とは、労働契約の存続期間、すなわち在籍期間をいい、必ずしも継続して出勤すること |

最轟銚轟革象赤単操ど塁廷ち奪層ど嘉留雰魚8憲篭霙を患静繋怒悪ひ皇響刀P継
続
望
務に該当

“
 |

またこ継続勤務であるか否か、すなわち労働契約が存続しているか否かは勤務の実態に即し実質 |

的に判断すべきものとされており、次のような場合には継続勤務しているものとして、勤務年数を

通算しなければなりません。

① 定年退H畿による退職者を引き続き
'届
離等として再雇用した場合

② 臨時工、パ‐卜等を正規職員に切り甚真ぇた場合
i   ③ 日雇または短期契約の者について、契約が更新されている場合等          i

全労働日の 8割以上出勤が有給休暇発生の要件とされていますb

出勤率については以下の式で算出します。

出勤率=
出勤日数 (算定期間の金労働日のうち出勤した日数

'全労働日(算定期間の総層日数から就業規則等で定めた休日を除いた日数}

※出勤日数には、休日出勤した日は除き、遅刻・早退した日は含めます。なお、出勤率の算定に

当たっては、以下について注意が必要です。

I

パートタイム労働者等に対して付与される年次有給休暇の日数(通労働30時間未満)

年次有給休暇の付与の際の出勤率の計算
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<出効率の算定に当たっての注意点>
(1)全労働日から除外される日数
O 使用者の責に帰すべき事由によって休業した日
○ 正当なストライキその他の正当な争議行為により労務が全くなされなかった日
O 休日労働させた日
O 法定外の休日等で就業規則等で休日とされる日等であって労働させた日

(2)出勤したものと取り扱う日数
○ 業務上の負傷 t疾病等により療養のため休業した日
○ 産前産後の女性が労働基準法第65条※ユ27の規定により休業した日
○ 育児・介護休業法に基づき育児体業または介護休業した日
O 年次有給休暇を取得した日

年次有給体暇は、原則として労働者の請求する時季に与えなければなりません。ただし、請求さ
れた時季に年次有給休暇を与えることが事業の運営を妨げる場合には、他の時季に変更してこれ
を与えることができます。

なお、指定時季が事業の正常な運営を妨げるような場合とは、年度末の業務繁忙期などに多数
の労働者の請求が集中したため全員に休暇を付与しがたいような場合に限られます。

労使協定で年次有給体暇を与える時季に関する定めをすることにより、年次有給休暇日数のう
ち、5日 を超える部分 (繰越分を含みます。)に限り年次有給休暇の計画的付与を行うことができ
ます。付与方法としては、事業場全体の休業による一斉付与、班別の炎替付与、計画表による個人

付与などが考えられます。

年次有給休暇の請求権は、法第115条の規定により2年間で時効によって消滅します。
年次有給休暇の請求権は、基準日に発生しますので、基準日から起算して 2年間行使しない場
合には消滅することになります。

年次有給休暇を取得した労働者に対して賞与、皆勤手当等賃金の減額その他不利益な取扱いを
しないようにしなければなりません。

年次有給休暇を取得した期間においては、就業規則等の定めにより、その日数に応じ、通常の賃
金又は平均賃金を支払わなければなりません。

ただしヽ労働者代表との書面による協定により、健康保険法第40条第 1項に規定する標準報酬
月額の39分の1に相当する金額を支払う旨定めた場合はこれによることになります。

年次有給休暇は 1日単位で付与することが原則です。したがって、労働者が半日単位で請求し
てもこれに応じる義務はありませんが、請求に応じて半日単位で与えても差し支えありません。

年次有給休暇の計画的付与

年次有給休暇の請求権

不利益取扱の禁止 (第 136条 )

年次有給休暇期間中の賃金

年次有給体暇の半日付辱
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年次有給休暇の時間単位での付与

労使協定を締結すれば、 1年に 5日分を限度として時間単位で取得が可能です
注1注 2。 年次有給

休暇を日単位で取得するか時間単位で取得するかは、労働者が自由に選択することができます
注3。

なお、時間単位年休制度を導入する場合には、就業規則に定める必要があります。

(注 1)所定労働日数の少ないパートタイム労働者の方なども、事業場で労使協定を締結すれば、時間単位
で取得できるようになります。

(注 2)1日 分の年次有給休暇に対応する時間数を所定労働時間数を基に定めます。時間に満たない端数が

ある場合は時間単位に切り上げてから計算します。

(注 3)労働者が日単位での取得を希望した場合には、使用者は時間単位に変更することはできません。

<時間単位年体の労使協定例>
(対象者)

第1条 すべての従業員を対象とする。
(日数の上限)

第2条 年次有給休暇を時間単位で取得することができる日数は5日以内とする。
(1日 分年次有給休暇に相当する時間単位年体)

第3条 年次有給休暇を時間単位で取得する場合は、 1日 の年次有給休暇に相当する時間数を8時
間とする。

(取得単位)                                  .
第4条 年次有給休暇を時間単位で取得する場合は、 1時間単位で取得するものとするり
<就業規則記載例>
(年次有給休暇の時間単位での付与)

第○条 労使協定に基づき、前条の年次有絵休暇の日数のうち、 1年について5日 の範囲内で、次
により時間単イ立の年次有給休暇 (以下「時間単位年休」という。)を付与する。

儡)時間単位年休付与の対象者は、すべての従業員とする。
(2)時間単位年休を取得する場合の、 1日の年次有給休暇に相当する時間数は、以下のとおりと

する。

①所定労働時間が5時間を超え6時間以内の者
。こ・6時間

②所定労働時間が6時間を超え7時間以内の者・・・7時間

③所定労働時間が7時間を超え8時間以内の者・・・ 8時間

(3)時間単位年休は1時間単位で付与する。
(4)本条の時間単位年休に支払われる賃金額は、所定労働時間労働した場合に支払われる通常の

資金の 1時間当たりの額に、取得した時間単位年休の時間数に乗じた額とする。

(5)上記以外の事項については、前条の年次有給休暇と同様とする。

使用者は、労働者ごとに、年次有絵休暇を付与した日 (基準日)から1年以内に5日 について、

取得時季を指定して年次有給休鴫を取得させなければなりません。

① 対象者は、年次有給休眼が10日以上付与される労働者 (管理監督者を含む)に限ります。
② 労働者ごとに、年次有給休暇を付与した日 (基準日)から1年以内に5日 について、使用者が取得時
季を指定して与える必要があります。

③ 年次有給休R猥を5日以上取得済みの労働者に対しては、使用者による時季指定は不要です。
※ 労働者が自ら申し出て取得した日数や、労使協定で取得時季を定めて与えた日数 (計画的付与)に
ついては、 5日から控除することができます。
(例)●労働者が自ら5日取得した場合 ⇒ 使用者の時季指定は不要
●労働者が自ら3日取得+計画的付与2日の場合 ⇒使用者の時季指定は不要

●労働者が自ら3日取得した場合 ⇒ 使用者は2日を時季指定

●計画的付与で 2日取得した場合 ⇒ 使用者は3日を時季指定

○ 使用者は、時季指定に当たっては、労働者の を聴取し、その意見を尊重するよう努め

なければなりません。
とに年次有給休暇管理簿を作成し、 3

年次有給休暇の時季指定義務

○ 使用者は、労働者
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<法定の基準日 (雇八日から半年後)に年次有給休暇を付与する場合の取扱い>
<例>4/1入社の場合

将0日 与 (基準日〉

4/1入社 1 0/1 4/1 9/30

<法定の基準日 (雇八日から半年後)よ り前に年次有綸休暇を付与する場合の取扱い>
法定の基準日と異なりt
・入社日から年次有給休暇を付与する場合や、
・全社的に年次有給休暇の起算日を合わせるために2年目以降に付与日を変える場合
などについては、以下のような取扱いとなります。

①法定の基準日 (雇入れの日から半年後)よ り前に10日 以上の年次有給休暇を付与する場合
⇒使用者は付与した日から1年以内に5日指定して取得させなければなりません。
<例>4/1入社時に10日付与する場合

日付与 日

4/1入社 10/1 3/31 9/30

②入社した年と翌年で年次有給休暇の付与日が異なるため、5日の指定義務がかかる1年間の期間
に重複が生じる場合全社的に起算日を合わせるために入社 2年目以降の社員への付与日を統一する
場合など)
⇒車複が生じるそれぞれの期間を通じた期間 (前の期間の始期から後の期間の終期までの期
間)の長さに応じた日数 (比例按分した日数)を、当該期間に取得させることも認められます。
<例>4/1入社で初年度は10/1に付与、翌年度は4/可 に付与する場合

1年目の付与日 (10日付与) 2年目の付与口 (11日付与)

4/1入卒±    lo/1 4/1 9/30 3/31

5日取

5

通常は 1年 目の 10/1～翌 9/30までの η年
間に 5日取得させ、2年目の 4/1～翌 3/31ま
での1年間に 5日取得させることになるが、期間
の重複が生じるため管理が複雑になる命

③上記①②の期間経過後は当該期間の最終日の翌日からの 1年間に5日の指定義務がかかります。 |

<例>上記①の場合

10日付与 法定の基準日

0              ●
9停‐‐甲∵

‐‐‐‐山田
弓

=轟
嘉轟
「

‐‐‐>●

4/1  lo/1  3/31 4/1         3/31
●        ●         ●

5日取得 ①の期間  5日取得 次の期間

●

9/30までの 1年間にS日 間の
取得時季を指定しなければならない

10/1～翌

通常は 10/1～翌 9/30までの 1年間に 5日 取得させる
ことになるが、4/1に前倒しで付与した場合には、4/1ん
翌 3/31までの 1年間に5日 取得させなければならないj

この場合には、 10/1荘翌々3/31
までの期間 (18箇月)に、5日 ■ 12
X18=7.5日 以上取得させること
も認められる。
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<例>上記②の場合
1年 目の付与日
↓

2年目の付与日
↓

4/1入社  10 1    4/1 3/31

7.5日取得 ②の期間 5日取得 次の期間

④ 10日のうち一部を法定の基準日より前倒しで付与し、労働者が自ら年次有給休暇を取得した
場合
⇒分割して前倒しで付与した場合には、付与日数の合計が10日 に達した日からの 1年間に5

日の指定義務がかかりますa当該日以前に、分割して前倒しで付与した年次有給休暇について
労働者が自ら取得していた場合には、取得した日数を5日の指定義務から控除することができ

ます   5日 付与 5日付与←合計 10日 となる

4/1 7/1 5 6/30

但し4/1～ 6/30までに労働者が自ら年次
有給休暇を取得していた場合には、取得した
日数を 5日から控除することができる^

7/1～翌6/30までの1年間に
5日取得させることが必要

25 労働欝F日1等に関する規定の適用除外 l第 41条〕

労働時間・休暇等の適用除外

条  文 適用 される者

労基法第32条 (労働時間) ① 農業又は水産業Ⅲ畜産業の従事者
② 監督もしくは管理の地位にある者又は

③と§基        iぢ」で、隧愚:きζご]専
労基法第34条 (休憩時間)

労基法第35条 (休  日)

労基法第3″ 条 (時間外労

働、休日労働の割増賃金)

深夜の割増賃金 (法第37条 )、 年次有給休H限 (法第39条 )の規定は適用除外されません。

<判断基準・具体例>
仰)②の監督又は管理の地位にある者 (管理監督者)
一般的には部長、工場長等労働条件の決定その他労務管理について経営者と一体的な立場にあ

る者の意であり、名称にとらわれず、実態に即して判断すべきものとされ、次のような基準で総

合判断します。ですから役付手当が支払われていても、下記の実態のない者は、ここでいう管理

監督者に該当しませんB          ,
② 労働条件の決定等労務管理について、経営者と一体的立場にあること。
④ 経営者から重要な責任と権限を委ねられており、自己の仕事の遂行について自由裁量の権
F民を持ち、労l動時間について厳格な管理をされていない。

② 賃金等その地位にふさわしい待遇がな|されている。
(2)②の機密の事務を取り扱う者
!秘書その他職務が経営者等の活動と一体不可分であつて、厳格な労働時間管理になじまない

者
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<以下、労働基準監督署長の許可を得た場合に適用除外となるもの>
(3)③の監視に従事する者 (監視に従事する者に対する適用除外の許可が必要)
守衛、門番等原則として一定部霧での監視を本来の業務とし、常態として身体の疲労又は情神
的緊張の少ない者。

141 ③の断続的労働に従事する者 (断統的業務に従事する者に対する適用除外の許可が必要)
寄宿舎の察母や看護師・賄人`役員専属自動車運転手、事故発生に備えて待機する修繕係等体
憩時間は少ないが手待ち時間が多いなど、作業自体が本来間歌的に行われる作業に従事する者.
(5)③の宿直または日直に従事する者 (断続的な宿直又は日直勤務の許可が必要)
原則として本来の業務は処理せず、構内巡視、文書、電話の収受又は非常事態に備えて待機す
る者で、常態としてほとんど労働する必要のない勤務に従事する者。(※許可基準は、原則とし
て労働者 1名について宿直は週1回・日直は月1回以内で、一定額以上の宿日直手当の支払い等
を条件としています。)

26 年少者 l第 56条～紫62条 )

最低年齢  (第 36条 )

児童 (満 15歳に達した日以後の最初の3月 31日までの者)を労働者として使用することは
禁止されています。ただし、非工業的業種で、満13歳以上、さらに、映画製作・演劇の事業では、
満13歳未満の児童でo所轄の労働基準監督署の許可を条件として、例外的に修学時間外に働か
せることができます。     `

使用者は、満 18歳に満たない者 (以下「年少者」という。)を使用する場合にはその年齢を証
明する住民票記載事項証明書などを、児童を使用する場合にはさらに学校長の証明書、親権者等の
同意書を、事業場に備え付けなければなりません。                 、

親権者又は後見人は、未成年者に代わって労働契約を締結してはなりません。なお、親権者若し

くは後見人又は行政官庁は、労働契約が未成年者に不利であると認める場合においては、将来に

向かってこれを解除することができます。また、未成年者は、独立して賃金の請求をすることがで
きます。親権者等であっても未成年者の賃金を代わって受け取ってはなりません。

使用者は、原則として、年少者について、変形労働時間制による労働、時間外労働、休日労働
を行わせることはできません。また、原則として深夜時間 (午後 10時から午前5時まで)に労
働させてはなりません。

使用者は、年少者に、墜落危険箇所での作業等危険有害な業務や酒席に侍する業務等に就かせ

てはなりません。

年少者の証明書  (第 57条 )

未成年者の労働契約  (第 58・ 59条 )

時間外労働 深夜業  (第 60・ 61条 )

危険有害業務等の就業制限  (第 62条 )

… 25 中



27 女性にかかる制限 l第 64条の3～第68条 )

妊産帰の労働時間の制限等

妊産婦 (妊娠中の女性及び産後 1年を経過しない女性)が請求した場合には、時間外、休日、深

夜労働をさせてはなりませんし、変形労働時間制で働かせることはできません。また、次頁のとお

り、妊産婦を重量物の取扱業務、有審ガスの発散する場所における業務等の危険有害業務に就か

せてはなりませんし、妊娠中の女性が請求した場合には他の軽易な業務へ転換しなければなりま

せん。                       ′

なお、男女雇用機会均等法第 12～ 13条により、女性労働者が母子保健法の規定による健康

指導又は健康診査を受けるために必要な時間を確保するとともに、医師等から受けた指導事項を

守ることができるよう勤務時間の変更、勤務の軽減等必要な措置を請じなければなりません。

(妊産婦の就業制限業務〉

就業が禁止されている業務 妊娠中 産後1年 妊産婦以外

①重量物の取扱いの業務

禁 止

禁止
禁 止

(重量制限あり)

②ボイラー (小型ポイラーを除く)の取扱いの業務
③ポイラーの溶接の業務
④つり上げ荷重が5t以上のクレーン、デリックt制限荷重が5t以
上の揚荷装置の運転の業務

禁 止
(申出があ

った場a

中 給油、検 ベ ル け換えの業務

⑥クレーン リ ク の玉掛けの業務 (補 く)

力により駆動さ の運転業務

こ盤 (φ =2 5cm以 上 こ饉 (φ =7 5cm以上)にホ材
を送給する業務

における軌道車両の入換え、

①蒸気または圧縮空気により駆動される レス機械または鍛造機械を

用いて行う金属加工の業務

①動カプレス機械、シャー等を用いて行う厚さが 8m確以上の鋼板加工

の業務                          _上
⑫岩石、鉱物の破砕機、粉砕機に材料を供給する業務

①土砂崩壊のおそれのある場所、深さ5m以上の地穴における業務
④高さ5m以上の堕,喜のおそれのある場所における業務
⑮足場の組立て、解体l変更の業務 (地上さ床上での補動作業を除く) 禁 止

t申出があ
った場合|

①胸高直径が3 5cm以上の立木の俄採の業務

⑦機械集材装置、遅材索道等を用いて行う本材の搬出の業務

①鉛、水銀、クロムと砒繁、黄りん、弗葉、塩素、シアン化水素、ア
ニリンその他これらに準ずる有害物のガス、蒸気、粉じんを発散す
る場所における業務

禁  止 禁 止

③多量の高熱物体を取り扱う業務
禁 止
1申出があ

った場合l

④著しく暑熱な場所における業務

⑪多量の低温物体を取り扱う業務

⑭著しく寒冷な場所における業務
④異常気圧下における業務

禁  止

※ 詳細は、女性労働基準規則を参照してください。
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産前産後の休暇 (第 65条 )

育児時間 (第 67条 )

6週間 (多胎妊娠の場合は14週間)以内に出産予定の女性が休業を請求した場合には、その
者を就業させてはなりません。また、産後 8週間を経過しない女性も就業させてはなりません。
ただし、産後 6週間経過した女性が就業を請求した場合において、その者にういて医師が支障が
ないと認めた業務に就かせることは差し支えありません。

生後満 1歳に達しない生児を育てる女性から請求があった場合は、休憩時間のほかに、 1日 2
回それぞれ少なくとも30分の生児を育てるための時間を与えなければなりません。

生理日の就業が著しく困難な女性が生理休暇を請求したときは、その者を就業させてはなりま

せん。

常時 10人以上の労働者を使用する事業場では必ず就業規則を作成しなければなりません。
また、労働者が 10人未満であっても就業規則を作成することが望まれます。
就業規則には、次の事項などを記載しなければなりません。

1 始業及び終業の時刻、休憩時間、休日、休暇並びに労働者を 2組以上に分けて交替に就業させる
場合においては就業時転換に関する事項
2 賃金 (臨時の賃金を除く。以下この墳において同じ,)の決定、計算及び支払いの方法、賃金の締
切及び支払いの時期並びに昇給に関する事項
3 退職に関する事項 (解雇の事由を含む。)
4 退職手当の定めをする場合においては、適用される労働者の範囲、退職手当の決定、計算及び支
払の方法並びに遅職手当の支払の時期に関する事項
5 臨時の賃金等 (退職手当を除く)及び最低賃金額の定めをする場合においては、これに関する事項
6 労働者に食費、作業用品その他の負担をさせる定めをする場合においては、これに関する事項
7 安全及び衛生に関する定めをする場合においては、これに関する事項
8 職業訓練に関する定めをする場合においては、これに関する事項
9 災害補償及び業務外の傷病扶助に関する定めをする場合においては、これに関する事項
10 表彰及び制裁の定めをする場合においては、その種類及び程度に関する事項
11 以上のほか、当該事業場の労働者のすべてに適用される定めをする場合においては、これに関す
る事項
※これらのうち、 1～ 3の事項はいかなる場合でも就業規員けに必ず記載しなければなりません (絶対
的必要記載事項)。 4～ 11の事項は、定めをおく場合には必ず就業規則に記載しなければなりませ
ん (相対的必要記載事項)。

常時 10人以上の労働者を使用する事業場において、就業規則を作成し、又は変更した場合に
は労働者の過半数の代表者の意見を記し、その者の署名又は記名押印のある書面 (意見書)を添付
して、本店、支店等の事業場ごとに、それぞれの所在地を管轄する労働基準監督署長に届出なけれ

ばなりません。

生理休暇  (第 68条 )

28 就業規則 l第 89条〕

就業規則の作成

就業規則の届出 (第 89・ 90条 )
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29 制裁規定の制限 l第 91条 ,

30 法令・就業規則・労使協定等の周知 l第 106条 }

就業規則で労働者に対して減給の制裁を定める場合、減給は1 1回の事案に対する減給額が平

均賃金の 1日分の半額を超えてはなりません。さらに、一賃金支払期に複数の事案があってもそ

の支払期における減給額の総額が賃金総額の10分の 1を il畳えてはなりません。

法令の要旨Ⅲ就業規則、各種労使協定などを掲示、備付け、書面の交付などによつて労働者に周

知しなければなりません。

① 労働基準法及び同法による命令等の要旨
② 就業規則
③ 労使協定    イ

④ 企画業務型裁量労働制に係る労使委員会の決議内容
また、いずれかの方法で周知しなければなりません。

① 常時各作業場の見やすい場所に掲示・備え付ける。
② 書面で交付する。
③ 磁気テープ、磁気ディスクその他これらに準ずる物に記録し、かつ、各作業場に労働者が当
該記録の内容を常時確認できる機器を設置する。

労働者名簿は、労働者ごとに.各労働者 (日 々雇い入れられる者を除く。)について調製しなければ

なりません。また、記戯事項に変更があつた場合は、遅滞なく訂正しなければなりません。

賃金台帳についても事業場ごとに調製し、賃金の支払の都度、遅滞なく、労働者ごとに記入しなけれ

ばなりません。

労働者名簿、賃金台帳その他労働関係に関する重要な書類は、3年間の保存義務があります。いずれ

の書類も、必要事項が配載されていればどんな様式でも構わないことになつています。

労働基準法の規定による賃金 (退職手当を除く。)、 災害補償その他の請求権は2年間、この法律によ

る退職手当の請求権は5年間行わない場合においては、時鋤によつて消滅しますc

31 労働者名簿及び賃金台帳の調製と記録の保存 l第 107～ 109条 )

321時効 l第 115条 )
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1 労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン

適 用 範 阻

対象事業靖

対象となる事業場は、労働基準法のうち労働時間に係る規定 (労働基準法第4車)が適用されるとての

事業場です。

対象労働者

対象となる労働者は、労働基準法第41条に定める者及びみなし労働時間制が適用される労働者 (事業

場外労働を行う者にあっては、みなし労働時間制が適用される時間に限る。)を除くすべての労働者です。

1.労働基準法第 4¶ 条に定める者|こは、例えば、管理監督者が挙げられますと管理・監督者とは、一般

的には部長、工場長等労働条件の決定その他労務管理について経営者と一体的な立場にある者の意で

あり、役職名にとらわれず職務の内容等から実態に即して判断されますc      ′

2`みなし労働時間制とは、
① 事業場外で労働する者であつて、労働時間の算定が困難なもの(労働基準法第33条の2)
② 専門業務型裁量労働制が適用される者 (労働基準法第38条の3)
③ 企画業務型裁量労働制が適用される者 (労働基準法第38条の4)
をいいます。

3.本基準が適用されない労働者についても、健康確保を図る必要がありますので、使用者は過重な長
時間労働を行わせないようにするなど、適正な労働時間管理を行う責務があります。

労働時間とは

使用者の指揮命令下に置かれている時間のことをいいます (平成12年3月 9日 最高裁第一小法廷判決 三

菱重工長崎造船所事件)。

1.使用者の明示的・黙示的な指示により労働者が業務を行う時間は労働時間にあたります。

2.労働時間に該当するか否かは、労働契約や就業規則などの定めによつて決められるものではなく客
観的に見て、労働者の行為が使用者から義務づけられたものといえるか否か等によって判断されます。

3.たとえば、次のような時間は 労ヽl動時間に該当しますと対象となる事業場は、労働基準法のうち労働
時間に係る規定 (労働基準法第4章)が適用される全ての事業場です
① 使用者の指示により、就業を命じられた業務に必要な準備行為 (着用を義務付けられた所定の服
装への着替え等)や業務終了後の業務に関連した後始末 (清掃等)を事業場内において行つた時間

② 使用者の指示があつた場合には即時に業務に従事することを求められており、労働から離れるこ
とが保障されていない状態で待機等している時間 (いわゆる「手待時間」)

労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置

始業・終業時刻の確認・記録

使用者は、労働時間を適正に把握するため、労働者の労働日ごとの始業・終業時刻を確認し、これを記録

すること。

1.使用者には労働時間を適正に把握する責務があります。

2.労働時間の適正な把握を行うためには、単に1日何時間働いたかを把握するのではなく、労働日ご
とに始業時刻や終業時刻を使用者が確認・記録し、これを基に何時間働いたかを把握・確定する必要

があります。

労働時間の考え方
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始業・終業時刻の確隠及び記録の原則的な方法

使用者が始業・終業時刻を確認し、記録する方法としては、原則として次のいずれかの方法によること。

1.使用者が、自ら現認することにより確認し、適正に記録すること。
イ

○ 自ら現認する」とは、使用者自ら、あるいは労働時間管理を行う者が、直接始業時刻や終業時
刻を確認することです。
O なお、確認した始業時刻や終業時刻だついては、該当労働者からも確認することが望ましいも
のです。

2.タイムカードⅢ iCカード、パソコンの使用時間の記録等の客観的な記録を基礎として確認し,適
正に記録すること口                       ｀

○ タイムカード、 ICカード、パソコンの使用時間の記録等の客観的な記録を基本情報とし、必
要に応じて、例えば使用者の残業命令書及びこれに対する報告書など、使用者が労働者の労働時
間を算出するために有している記録とを突き合わせることにより確認し、記録して下さい。′

○ また、、タイムカード等の客観的な記録に基づくことを原則としつつ、自己申告制も併用して労
働時間を把握している場合には、下記に準じた措置をとる必要があります。

自己申告制により始業・終業時刻の確開及び記録を行う場合の措置

自己申告制により行わざるを得ない場合、以下の措置を請ずること。

1.自 己申告制の対象となる労働者に対して、本ガイドラインを踏まえ、労働時間の実態を正しく記録
し、適正に自己申告を行うことなどについて十分な説明を行うことと
O 労働者に対して説明すべき事J買としては、本ガイドラインで示した労働時間の考え方、自己申
告制の具体的内容、適正な自己申告を行つたことにより不利益な取扱いが行われることがないこ
と、などがあります。                       ‐  .

2,実際に労働時間を管理する者に対して、自己申告制の適正な運用を含め、本ガイドラインに従い講
ずべき措置について十分な説明を行うこと。
O 労働時間の道正な自己申告を担保するには、実際に労働時間を管理する者が本ガイドラインの
内容を理解する必要があります。説明すべき事項としては、労l動者に対するものと同様に、本ガ
イドラインで示した労働時間の考え方や、自己申告制の適正な運用などがあります。

3.自 己申告により把握した労働時間が実際の労働時間と合致しているか否かについて、必要に応じて
実態調査を実施し、所要の労働時間の補正をすること。特に、入退場記録やパソコンの使用時間の記
録など、事業場内にいた時間の分かるデータを有している場合に、労働者からの自己申告により把握
した労働時間と当該データで分かった事業場内にいた時間との間に著しい乖離が生じているときに
は、実態調査を実施し、所要の労働時間の補正をすること。
O 使用者は自己申告制により労働時間が適正に把握されているか否かについて定期的に実態調査
を行い、確認することが望ましいものです。
O 特に、労働者が事業場内にいた時間と、労働者からの自己申告があった労働時間との
O また、自己申告制が適用されている労働者や労働組合等から、労働時間の把握が適正に行われ
ていない旨の指摘がなされた場合などにも、このような実態調査を行つてください。 ∫

4.自 己申告した労働時間を超えて事業場内にいる時間について、その理由等を労働者に報告させる場
合には、当該報告が適正に行われているかについて確認すること。その際、休憩や自主酌な研修、教
育訓練、学習等であるため労働時間ではないと報告されていても、実際には、使用者の指示により業
務に従事しているなど使用者の指揮命令下に置かれていたと認められる時間については、労働時間と
して扱わなければならないこと。

○ 使用者は、自己申告による労働時間の把握とタイムカード等を併用し、自己申告された労働時
間とタイムカード等に記録された事業場内にいる時間に乖離が生じているときに、その理由を報
告させている場合、その報告が適正に行われていないことによって、労働時間の適正な把握がな
されなくなるおそれがあるため、その報告の内容が適正か否かについても確認する必要がありま
す:

5,自 己申告制は、労働者による適正な申告を前提として成り立つものである。このため、使用者は、ド労
働者が自己申告できる時間外労働の時間数に上限を設け、上限を超える申告を認めない等、労働者に
よる労働時間の適正な申告を阻害する措置を講じてはならないこと。また、時間外労働時間の削減の
ための社内通達や時間外労働手当の定額払等労働時間に係る事業場の措置が、労働者の労働時間の適
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正な申告を阻害する要因となっていないかについて確認するとともに、当該要因となっている場合に

おいては、改善のための措置を講ずること。            .
さらに、労働基準法の定める法定労働時間や時間外労働に関する労使協定 (いわゆる36協定)によ
り延長することができる時間数を達守することは当然であるが、実際には延長することができる時間

数を超えて労働しているにもかかわらず、記録上これを守つているようにすることが、実際に労働時

間を管理する者や労働者等において、慣習的に行われていないかについても確認すること。

O 使用者は、労働者の適正な自己申告を阻害する措置を講じてはならないのはもちろんのこと、
労働者の労働時間の適正な申告を阻害する要因となる事業場の措置がないか、また、労働者等が

慣習的に労働時間を過小に申告していないかについても確認する必要があります。

賃金台根の適正な調製

使用者は、労働基準法第 108条及び同法施行規則第54条により、労働者ごとにこ労働日数、労働時間

数、休日労働時間数、時間外労働時間数、深夜労働時間数といつた事項を通正に記入しなければならない

こと。

また、賃金台帳にこれらの事項を記入していない場合や、故意に賃金台帳に虚偽の労働時間数を記入し

た場合は、同法第 120条に基づき、 30万円以下の罰金に処されること。

労働時間の記録に関する書類の保存

使用者は、労働者名簿、賃金台帳のみならず、出勤簿やタイムカード等の労働時間の記録に関する書類

について、労働基準法第109条に基づき、 3年間保存しなければならないことぅ

1.労働基準法第109条においては、「その他労働関係に関する重要な書類」について保存義務を課して
いますが、始業 ,終業時刻など労働時間の記録に関する書禁買もこれに該当し、3年間保存しなければ

ならないことを明らかにしたものです」                 ′

2.具体的には、使用者が自ら始業・終業時刻を記録したもの、タイムカード等の記録、残業命令普及び
その報告書、労働者が自ら労働時間を記録した報告書などが該当します。

3,なおも保存期間である3年間の起算点は、それらの書類ごとに最後の記瑚がなされた日となりますn

労働時間を管理する者の離務

事業場において労務管理を行う部署の責任者は、当該事業場内における労働時間の適正な把握等労働時

間管理の適正化に関する事項を管理し、労働時間管理上の問題点の把握及びその解消を図ること。

人事労務担当役員、人事労務担当部長等労務'奮理を行う部署の責任者は、労働時間が適正に把握され

ているか、過重な長時間労働が行われていないか、労働時間管理上の問題点があればどのような措置を

講ずべきかなどについて把握、検討すべきであることを明らかにしたものです。

労働時間等設定改善委員会等の活用

使用者は、事業場の労働時間管理の状況を踏まえ、必要に応じ労働時間等設定改善委員会等の労使協議

組織を活用し、労働時間管理の現状を把握の上、労働時間管理上の問題点及びその解消策等の検討を行う

こと。

ヽ自己申告制により労働時間の管理が行われている場合等においては、必要に応じ、労働時間等設定改

善委員会等の労使協議組織を活用し、労働時間管理の現状の問題点や解消策等について検討することが

望まれます  ヽ
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2 賃金不払残業の解消を図るために講ずべき措置等に関する指針

趣  旨

趣  置

賃金不払残業とは、「所定労働時間外に労働時間の一部又は全部に対して賃金又は割増資金を支払うこ
となく労l動を行わせること」であり、労働基準法違反です。
賃金不払残業が行われることのない企業にしていくためには、単に使用者が労働時間の適正な把握に
努めるに止まらず、職場風土の改革、適正な労働時間の管理を行うためのシステムの整備、責任体制の
明確化とテェック体制の整備等を通じた労働時間の管理の適正化を図る必要があります。

ト

この指針は、「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドラインJ(以下「労
働時間適正把握ガイドラインとといいます。)において示された労働時間の適正な把握のために使用者が
とるべき措置等に加え、労働時間管理の適正化と資金不払残業の解消のために労使が取り組むべきメニ
ューを示し、企業全体としての主体的取組に資するためのものです。

労使の主体的取組

労使は、各々が果たすべき役割を十分認識するとともに、労働時間の管理の適正イとと賃金不払残業の解

消のために主体的に取り組むことが求められます。

事業場において労働時間管理や賃金不払残業の実態を最もよく知る立場にあるのは、その当 事者とな
る企業や労働組合等です。これら労使には、それぞれの果たすべき役書Jを十分に認識 して主体的な取組
を進めていくことが求められます。 また、グループ企業などにおいては、労使が主体的な取組を行うこ
とにより、賃金不払残業 の解消の効果が期待できます。

使用者に求められる役割

使用者は労働時間を適正に管理する資務を有しており、賃金不払残業が生じないよう適正に労働時間を
管理しなければなりません。

労働基準法は、 労働時間、休日、深夜業等について使用者の遵守すべき基準を規定しています。つま
り、使用者は、労働時間を適正に把握する必要があることなどから、労働時間を適正に管理する責務を
有しています。 使用者は、賃金不払残業が生じないように、その責務として適正に労働時間を管理しな
ければなりません。

労働組合に求められる役割

労働組合は、チェック機能を発揮し、主体的に賃金不払残業の解消に努力するとともに、使用者が講ず

る措置に積極的に協力することが求められます。

労働組合は、時間外・休日労働に関する労使協定 (36協定)の締結当事者の立場にあることから、賃
金不払残業が行われることのないよう、本社レベル :事業場レベルを聞わず企業全 体としてチェック機
能を発揮して、主体的に賃金不払残業の解消に努めてください。 また、使用者が賃金不払残業の解消の
ために講ずる措置に対して、労働組合としても積極的 に協力することが求められます。

賃金不払残業は労働基準法に違反する、あってはならないものです。 この指針では、労働時間の適正な
把握のために使用者が講ずべき措置等に加え、各企業 における労使が労働時間の管理の適正化と賃金不払

残業の解消のために講ずべき事項を示しています。

労使に求められる役割
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労使の協力

賃金不払残業の解消を図るための検討は,労使双方がよく話し合い、十分な理解と協力の下に、行われ

ることが重要であり、労使が協力して取り組む体制を整備することが望まれます。

賃金不払残業の解消を図るためにはと労使双方がよく話L′合い.十分な碑解と協力の下に、 対策の検
討が行われることが重要です。 こうした観点から、労使からなる委員会 (企業内労使協議組織)を設置
して、賃金不払残業 の実態の把握、具体策の検討及び実施、必要に応じた具体策の見直しを行うなど、

労使が協力 して賃金不払残業の解消のために取り組む体制を整備することが望まれます8

労働時間適正把握基準の逮守

使用者は、労働時間適正把握ガイドラインを達守する必要があるとともにと労働組合も、 労働者に対し
て労働時間適正把握ガイドラインの周知を図ることが重要です。           1

使用者は、賃金不払残業が生じないようにするため、労働時間適正把握ガイドラインを連守する必要

があります。また、使用者が適正に労働時間を把握するよう、労働組合も、労働者に対して労働時間適

正 把握ガイドラインの周知を行うようにしてください。

職場風土の改革

賃金不払残業の背景にtやむを得ないという労使双方の意識 (職場風土lがある場合には、これをなくす

ための取組を行うことが望まれます

賃金不払残業の背景には、職場の中に賃金不払残業が存在することはやむを得ないとの労使双方の意

識 (職場風土)が反映されている場合が少なくありません。こうした労使双方の意識をなくすため、例
えば

0 経営トップ自らにホる決蔦表明、社内巡視等による実態の1じ握
② 労使合意による賃金不払残業撲減の宣言
⑥ 企業内又は労働組合内での教育
などの取組を行うことが望まれます。

①について       、
賃金不払残業が行われることのない職場を創るためには、職場において適正に労働時間を管理する

システムを確立し、定着させる必要があります。このため、まず、例えば、出退勤時刻や入退室時刻

の記録、事業場内のコンピュータシステムヘの入力記録等、あるいは賃金不払残業の有無も含めた労

働者の勤務状況に係る社内アンケートの実施等により賃金不払残業を確認した場合、その実態を把握

した上で、関係者が行うべき事項や手順等を具体的に示したマニュアルの作成等により、「労働時間適

正把握ガイドライン」に従って労働時間を適正に管理するシステムを確立してください。

その際に、特に、始業及び終業時刻の確認及び記録は使用者自らの現認又はタイムカード、 iCカ

労使が取り組むべき事項

適正に労働時間の管理を行うためのシステムの整備

① 適正に労停う時間の管理を行うためのシステムの確立
賃金不払残業の実態を把握した上で、関係者が行うべき事項や手順等を具体的に示したマニュアル

の作成等により、「労働時間適正把握ガイドライン」に従って労働時間を 通正に把握するシステムを

確立することが重要です。

② 労働時間の管理のための制度等の見直しの検討
賃金不払残業の温床となつている業務体制や業務指示の在り方にまで踏み込んだ見直しを行うこ

とも重要です。

③ 賃金不払残業の是正という観点を考慮した人事考課の実施
賃金不払残業の是正という観点を考慮した人事考課の実施等により、適正な労働時間の管理を意識

した人事労務管理を行うことが望まれます。
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―ド等の客観的な記録によることが原則であうて、自己申告制によるのはやむを得ない場合に限られ
るものであることに留意してください。

②について  
‐                              '

必要に応じて、現行の労働時間の管理のための制度やその運用、さらには仕事の進め方も含めて見
直すことが望まれます。特に、賃金不払残業の存在を前提とする業務遂行が行われているような場合
には、賃金不払残業の温床となっている業務体制や業務指示の在り方にまでP占み込んだ見直しが必要
と考えられます。 その際には、例えば、労使委員会において、労働者及び管理者からヒアリングを行
うなどにより、業務指示と時間外手当の予算額との関係を含めた勤務実態や問題点を具体的に把握す
ることが有効と考えられますと

③について

賃金不払残業の是正という観点を考慮した人事考課の実施 (賃金不払残業を行つた労働者や、これ
を許した現場責任者の評価を低くする。)等により、適正な労働時間の管理を意識した人事労務管理を
行うとともに、こうした意識づけを,現場レベルで徹底することも重要とデょります。

①について
労働時間を適正に把握し、賃金不払残業の解消を図るためには、各事業場ごとに労働時間の管理の
責任者を明確にしておくことが必要となります。特に、賃金不払残業が現に行われ、又は過去に行わ
れていた事業場については、例えば、同じ指揮命令系統にない複数の者を労 働時間の管理の責任者と
することにより牽制体制を確立して労働時間のダブルチェックを行うなど、厳正に労働時間を把握で
きるような体制を確立することが望まれます。また、企業全体として、適正な労働時間の管理を遵守
徹底させる責任者を選任するのもよいでしょう。

②について
労働時間の管理とは別にt相談窓口を設置する等により賃金不払残業の実態を積極的に把握する体
制を確立するよう努めてください。その際には、上司や人事労務管理担当者以外の者を相談窓日とす
る、あるいは企業トウプが直接情報を把握できるような投書箱 (目安箱)や専用電子メールアドレス
を設けることなどが考えられます。

③について
労働組合においても、相談窓日の設置等を行うとともに、賃金不払残業の実態を把握した場合には、
労働組合としての必要な対応を行うことが望まれます

労働時間を適正に把握するための責任体制の 明確化とチ エ ツ ク体制の整備

① 各事業場ごとに労働時間の管理の責任者を明確にしておくことが必要です。
② 労働時間の管理とは別に、相談窓口を設置する等により賃金不払残業の実態を積極的に把握する体制
を確立することが重要です。

③ 賃金不払残業の実態を把握した場合にはt労働組合としての必要な対応を行うことが望まれます。
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3 健 康 診 断 の 実 施 と 事 後 措 置

一般定期健康診断

健康診断の種類 対象となる労働者 臭施時期

雇入時の健康診断 常時使用する労

る労働者

雇い入れの際

定期健康診断 1年以内毎に 1回

特定業務従事者の健康診断
労働安全衛生規則第 13条 翻項 2号
に掲げる業務に常時従事する労働者

配置替えの際及び 6カ 月以内毎

に 1回

海外派遣労働者の健康診断 海外に6カ 月以上派遣する労働者
海外に派遣する際及び帰固後、国

内における業務に就かせる際

健診頃日
雇八時の

健康診断
定期健康診断

特定業務従事者0健康診断

(業務別特殊健康診断を除く)

診

察

等

問診 (既往歴及び業務歴の調査) O O O
身体計測 (身長) O ●

※ t ●
※ I

(体重) ○ ○ O
(腹囲) O ●

X4※ 9 ●
※4※ 9

視カ O O O
恵カ ○ O ●

※ B

自覚症状及び他覚症状の有無の検査 ○ O ○

血圧 ○ ○ ○

胸部エックス線検査 ○ ●
※ 2 ●※6

喀痰検査 ●
※ a ●

※ 3

貧血検査
血色素量 O ●

栄 4
●
X7

赤血球数 O ●
※ 4 ●×7

肝 機 能

検   査

GOT ○ ●
※ 4 ●

※ 7

GPT O ●※4 ●
X'

γ―GTP O ●
× 4 ●

※ 7

●
尺 イ

血中脂質

検   査

トリグリセライド ○ ●
猟 4

HDLコ レステロール O ●
※ 4 ●

※ 7

LDLコ レステロール O ●
※ 4

●
※ 7

血糖検査 O ●琴4 ●
※ 7

尿 検 査
蛋 白 O ○ O
糖 O ●

※ 6 ●※S

心電図検査 ○ ●※4 ●※
″

※刊 20歳 以上の者については、医師の判断に基づき省略可。
※2 40歳 未満 (但し20歳、2S歳、 30歳、 35歳を除く)の者については、医師が必要でないと認めると
きには省略可。

※3 胸部エックス線検査を省略された者及び胸部エックス線検査によつて病変及び結核発病のおそれがないと医
師から診断された者については省略可G

※4 40歳 未満 (35歳を除く)の者については、医師の判断に基づき省略可。
※5 血糖検査を受けた者については、医師の半1断に基づき省略可。
※6 1年以内に1回 t定期に行えば省略可ロ
※7 前回 (6月 以内)その検査項目について健診を受けた者については、医師の判断に基づき省略可。|
※8 1,000樹z及び41 000Hzの純音を用いるオージオメータによる聴力の検査を原則としますが、前日 (6月以内)

このような聴力検査を受けた者、または45歳未満の者 (35歳及び40歳の者を除く)については、医師が適
当と認める検査方法で可

`※ 9 以下の者は医師の判断により省略可
O妊娠中の女性その他の者であつて、その腹田が内臓脂肪の蓄構を反映していないと診断さ

OBMiが 20未満である者。
OBMIが 22未満であつて、自ら腹囲を測定し、その値を申告した者。

れた者。

短時間労働者に対する定理健康診断

以下の条件に当てはまる短時間労働者に対しては、定期健康診断を実施しなければなりません。
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○期間の定めのない労働契約により使用される者で

O契約期間が 1年以上の者で
○契約更新により1年以上使用されている者で
○契約更新により 1年以上使用されることが予定
れている者で

1週間の労働時間数が、当該事業場で同種の
業務に従事する通常の労働者の 1週間の所定
労働時間数の 3/4※以上の者
※ 1/2以上の者に対しても実施することが望
ましい

定期健康診断の事後措置 ～健康診断結果 :こ基づき事業者が語ずベ き措置 :こ関する指針

健康診断の実施

事業者は、労働安全衛生法第 66条第 1項から第 4項までの規定に基づき、健康診断を実施し、労働者
ごとに診断区分 (「異常なし」、『要観察」、r要治療ご等の区分をいう。)に関して医師等の判定を受ける必
要があります。

健康診断結果の労働者への通知

事業者は、労働者が自らの健康状態を把握して自主的に健康管理が行えるよう、労働安全衛生法第66
条の6の規定に基づいて、一般健康診断を受診した労働者すべてに対し、遅滞なくその結果を通知する必
要があります。

要検査・精密検査の実施勧奨等

就業上の措置を決定する場合、できる限り詳しい情報に基づいて行うことが適当であることから、再検
査又は精密検査を行う必要がある労働者に対し、再検査等の受診を勧奨するとともに、その結果を、意見
を聴く医師等に提出するように働きかけることが適当です。

なお、再検査等は、診断の確定や症状の程度を明らかにするもので、事業者に実施が義務づけられてい
るものではありませんが、有機溶剤中毒予防規則、特定化学物質等障害予防規則等に規定されている特殊
健康診断については、再検査等の実施が義務づけられています。

健康診断結果についての医師等からの意見聴取

異常の所見がある労働者の就業上の措置等について、産業医の選任義務のある事業場では、労働者個人
ごとの健康状態や作業内容、作業環境について詳細に把握しうる立場にある産業医から意見を聴くことが
適当です。
'産
業医の選任義務のない事業場では、労働者の健康管理を行うのに必要な医学的知識を有する医師等か
ら意見を聴くことが適当ですが、こうした医師が労働者の健康管理等に関する相談等に応じる地域産業保
健センターの活用を図ることが適当です。
(1)就業区分及びその内容についての意見
就業区分などに関する医師等の判断を考慮し、必要がある場合には、「就業区分 (例〉」に示す就業
上の措置を講じる必要がありますが、医師等に意見を求める場合、労働安全衛生規則等に基づく健康
診断個人票の様式中「医師の意見」欄に、就業上の措置に関する意見の記入を求めることが適当です。
<就業区分の例>
就業区分 内容 就業上の措置の内容

通常勤務 通常の勤務で良いもの

就業制限
勤務 に制限を加える必

要のあるもの

労働時間の短縮、出張の制限、時間外労働の制限、労働負荷
の制限、作業の転換、就業場所の変更、深夜業の回数の減少、
昼間勤務への転換等の措置を講じる。

要 休 業
勤務を休む必要のある

もの
療養のため、体暇、休職等によリー定期間勤務させない措置
を講じる。

(2)作業環境管理及び作業管理についての意見

健康診断の結果、作業環境管理及び作業管理を見直す必要がある場合は、作業環境測定の実施、施
設、設備の設置又は整備、作業方法の改善その他の道切な措置の必要性について意見を求める必要が
あります。

医師等に対する情報の提供

事業者は、必要に応じ、意見を聴く医師等に対して、労働者の作業環境、労働時間、労働密度、深夜業
の回数及び時間数、作業態様、作業負荷の状況、過去の健康診断の結果等に関する情報及び職場巡視の機

けでは労働者の身体的又は精神的状態を判断するための情報が会を提供するとともに、 だ
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十分でなt は、労働者と を提供することが適当です。

安全衛生委員会等の開催

産業医、産業保健スタッフ等との連携

就業上の措置を実施する場合には、医師等と他の保健スタラフとの連携はもとより、健康管理部F号、人

事労務管理部門との連携にも十分留意する必要があります。また、就業上の措置の実施に当たつては、労

働者の勤務する職場の管理監督者の理解を得ることが不可欠であることから、プライバンーに配慮しつつ、

管理監督者に対して、就業上の措置の目的、内容等について理解が得られるよう必要な説明を行うことが

適当です。
措置は、労働者の健康を保持することを目的とするものであることから、健康の保持に必要な措置を超

えた措置を講じるべきでなく、医師等の意見を理由に安易に解雇等をすることは避けるべきであり、就業

上の措置を講じた後、健康状態の改善がみられた場合は、医師等の意見を聴いた上で通常の勤務に戻す等

適切な措置を講じる必要があります。

作業環境測定の実施、施設t設備の設置又は整備、
下
作業方法の改善その他の適切な措置を決定する場合

には、衛生委員会又は安全衛生委員会の設置義務がある事業場においては、衛生委員会等の場において調

査・ ることが適当です。

<健康診断事後措置の実施に係る流れ>

健康診断の実施 (安衛法第 66条第 1項 )

事業者
健 康 診 断 結 果 を確 認

(異常所見をチェック)
健康診断の結果を労働者に通知

(安衛法第 66条の 6)

事業者

↓
労働者

藤師・保健師による保健指導の実施(安衛法第66条の7〕
○精密検査の受診勧奨  O治療の働奨
O運動指導      O栄 養指導
○生活指導       O健康情報の提供等

事業者

↓

医師等

↓

事業者

医師等からの就業区分に係る意見聴取 (安衛法第66条の4)
○規模 50人以上の事業場は、産業医
○規模 50人未満の事業場は、地域産業保健センター等
・健診実施日から3か月以内に実施
・医師等に対して次の情報を提供する

労l動者の作業環境  労働時間、労働密度
深夜業の回数及び時間数

作業態様、作業負荷の状況  過去の健康診断結果等

事業者

労働者

↓

就業上の措置の決定等 (安衛法第66条の5)
○就業場所の変更  ○作業の転換
O労働時間の短縮  ○深夜業の回数の制限
○作業環境測定、設備の改善等

○医師等の意見を衛生委員会に報告
・就業上の措置の決定に当たってはい工・

対象労働者と話し合いを行い理解を得る

対象労働者が所属する職場管理監督者に理解を得る

(プライバシーに配慮)

健康診断個人票の作成、5年間保存 (安衛法第 66条の 3)

要就業制限通常勤務可 要 体 業

異 見あり

事業者
↓

監督署

規模 50人以上の事業場はt所轄労働基準監督署へ所定の様式により結
果報告を提出 (安衛則第 52条 )
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4 ス ト レ ス チ ェ ッ ク の 実 施 (平成 27年 12月 1日施行)

常時使用する労働者に対して、医師、保健師等Xlによる心理強な負担の程度を把握するための検査 (ス
トレステェック}※

2を 1年以内ごと 1回、定期に実施することが事業者の義務となりました。 (労働者5
0人未満の事業場は当分の間努力義務)
※1 ストレスチェックの実施者は、医師、保健師、厚生労働大臣が定める一定の研修を修了した
看護師・精神保健福祉士の中から選ぶ必要があります。外部委託も可能です。
※2 検査項目は、
①ストレスの原因
②ストレスによる心身の自覚症状
③労働者に対する周囲のサポート
に関する各質問が含まれることとしており、「職業性ストレス簡易調査票」 (57項目による
検査)を推奨しています。

<ス トレステェックの実施に係る流れ>

事業者による方針の表明

衛生委員会で調査審議

労働者に説明 f情報提供

実施者 (医師i保健師等)によるストレステェックを実施

集回的分析事業者への結果通知の同意の有無
同意なし     同意あり

事業者へ直接通知
結果を労働者に直接通知

事業者 労働者へ面接指導の申出の勧奨

事業者へ面接指導の申出

医 師 面接指導の実施

事業者 医師から意見を聴取し、必要に応じ就業上の措置を実施

1年以内ごとに 1回、定期に、
様式第6号の2「心理的な負担の程度を把握するため
の検査結果等報告書」により結果報告を提出

所轄労働基準監督署ヘ事業者

↓

監督暑

事業者

実施者

6桑蓬をとど匙全贅喬暑ミ霊鷲恵艤鍮硝疵
エツク
科呵

〔
実施者 :医師、保催師、一定の研修を受

けた番護師、

O検査結果は、検査を実施した医師等か
ら直接本人に通知され、本人の同意なく
事業者に提供することは繁止されていま
す。

○検査の結果、ストレスの程度が高く、
実施者が面接指導の実施が必要と認める
労働者から申出があった場合、医師によ
る面接指導を実施することが義務付けら
れています。また、申出を理由とする不
利益な取り扱いは禁止されています。

O面接指導を申し出た時点で事業者への
ストレスチェック結果の通知に同意した
こととみなされます。

O面横指導の結果に基づき、医師の意見
を聴き、必要に応じ就業上の措置 (就業
場所の変更、作業の転換、労働時間の短
縮などです)を詰じることが事業者の義
務です。
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5 労 働 時 間 等 の 設 定 の 改 善 に 関 す る 特 別 措 置 法

平成18年 4月 刊日に「労働時間分布の長短二極化」の進展、長時間労働を原因として心身の健康を

損なう労働者の増加、急速な少子高齢化の進展、労l動者の意識や抱える事情の多様化を背景として施行

されました。
この法律の施行によって、労働時間に関する国の施策は、年間総労働時間1800時間を目標とし
て一律の労働時間短縮からt労働時間等の設定を労働者の健康と生活に配慮したものに改善すること

に移行しています。

※<勤務間インターバル>
前日の終業時刻と翌日の始業時刻の間に、一定期間の体息時間を確保する制度

を確保するため 刻を後ろ しにする場合
時 21 時

例 :11時間の休息時間
尋時

終業 勤務終了 始業

※「8時 ^・ 10時どまでを「働いたものとみなす」方法などもある。

労働時間等設定改善指針の策定 (第 4祭 )

厚生労働大臣は、上記の事業主等の責務に対して適切に対処するために必要な事項として「労働時間等

(労働時間等見直しガイドライン)Jを定めていますど

労働時間等設定改善実施計画 (第 8条 )

同一の業種の複数事業主が共同して「労働時間等設定改善実施計画」を策定し、大臣の承認を受ける

ことで、必要な国の支援を受けることができます。

始業

事業主等の資務 (第 2条)

1 業務の繁門に応じた始業及び終業時刻を設定すること、健康及び福祉を確保するために必要な終業

から始業までの設定 (勤務問インターバル)※、年次有給休暇を取得しやすい環境の整備その他の必要

な措時間の設定年次有給休暇を取得しやすい環境を整備すること等、労働時間等の設定の改善を図る

ために必要な措置を講ずること。

健康に配慮する必要のある労働者に休暇を付与することや、子の養育1家族の介護を行う労働者、

単身赴任者、自ら教育訓練を受ける労働者等の事情を考慮して労働鳴間等を設定すること。

事業主団体は、構成事業主が雇用する労働者の労働時間等の設定に必要な助言、協力等を行うこと。

他の事業主との取引の際に、著しく短い期限の設定及び発注の内容の頻繁な変更を行わないこと

等、労働時間等の設定改善を円滑に進めることを阻害する取引条件を付けない等の必要な配慮をする

こと。

2

3

4

休息時間所定労働時間 始業時刻を

後ろ倒しに

休息時間

労働時間等の設定の改善の実施体制の整備 (第 6条・第 7条 )

事業主は1労使の代表者を構成員として、労働時間等の設定の改善に関する事項を調査・審議し、意

見を述べさせる委員会を設置する等、労働時間等の設定の改善を効果的に進めるために必要な体制の整

備に努めなければなりません。なお、このような委員会が、構成
,運営に関する法定要件に適合する場

合には (労働時間等設定改善委員会)電 委員会の決議を労働基準法の労使協定に代替できる特例が適用

されます (下表参照)。 また、労使協定を締権
とし、労働時間等設定改善委員会の法定要件にも適合する

場合は、既存 ることができます。
労働基準法の規定 の委員会の決議が労使協定に代替できるもの

第32条の2第 1項 否1か月単位の変形労働時間制の導入
否 (届出義務なし)第32条の3フレッ ス ム

否第32条の4第 1項 。第2項1

否第32条の6第 1項1週
否 (屈出義務なし)第34条第2項但書によらない場合

第36条第1項 要日
一否時間制 第38条の2第 2項事業場外のみなし労綱
否第38条の3第 1項専門業務型裁量労働制の導入
否 (届出義務なし)第39条第5項画的付与
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8 管 理 監 督 者 の 範 囲 の 適 正 化

管理監督者」は労働条件の決定その他労務管理について経営者と一体的な立場にある者をいいと労

働基準法で定められた労働時間、休憩、休日の制限を受けません。

「管理監督者どに当てはまるかどうかは、役職名ではなく、その職務内容、責任と権限、勤務態様等

の実態によって判断します。

企業内で管理職とされていても、次に掲げる判断基準に基づき総合的に判断した結果、労働基準法

上の「管理監督者」に該当しない場合には、労働基準法で定める労働時間等の規制を受け(時間外割
増賃金や休日割増賃金の支払が必要となります

下記の内容は、いずれも管理監督者性を否定する要素に関するものですが、これらの否定要素に該
当しないものがあるからといって、直ちに管理監督者として認められるというわけではありません。

『賃金等の待週」についての判断要素

佃〕基本絵、役職手当等の優遇措置              【管理監督者性を否定する補強要素】

基本給、役職手当等の優遇措置が、実際の労働時間数を勘案した場合に、割増賃金の規定が適用除

、外となることを考慮すると十分でなく、当該労働者の保護に欠けるおそれがあると認められる場合。

121支払われた賃金の総額                  【管理監督者性を否定する補強要素】

多店舗展開する小売業、飲食業等の店舗における管理監督者について l平成20年 9月 9日基発第0900001

号)

『職務内容、責任と権限Jについての判断要素

(1)採用                         【管理監督者性を否定する重要な要素】

店舗に所属するアルバイト・パート等の採用 (人選のみを行う場合も含む。)に関する責任と権限
が実質的にない場合志

121解雇                         【管理監督者性を否定する重要な要素】

店舗に所属するアルバイトとパート等の解雇に関する事項が職務内容に含まれておらず̀実質的
にもこれに関 与しない場合。

131人事考際                        【管理監督者性を否定する重要な要素】

人事考課 (昇給、昇格、賞与等を決定するため労働者の業務遂行能力、業務成績等を評価すること

をいう。)の制度がある企業において、その対象となっている部下の人事考課に関する事項が職務内
容に含まれておらず、実質的にもこれに関与しない場合。

141労働時間の音理                    【管理監督者性を否定する重要な要素】

店舗における勤務割表の作成又は所定時間外労働の命令を行う責任と権限が実質的にない場合。

『勤務態様」についての判断要素

佃)選刻、早退等に関する取扱い              【管理監督者性を否定する重要な要素】

遅刻、早退等により減給の制裁こ人事考課での負の評価など不利益な取扱いがされる場合。ただ

し、管理監督者であっても過重労働による健康障害防止や深夜業に対する割増資金の支払の観点か

ら労働時間の把握や管理が行われることから、これらの観点から労働時間の把握や管理を受けてい

る場合に ついては管理監督者性を否定する要素とはならないぃ

(2)労働時間に関する裁量                  【管理監督者性を番定する格強要素】

営業時間中は店舗に常駐しなければならない、あるいはアルバイト・パート等の人員が不足する

場合にそれらの者の業務に自ら従事しなければならないなどにより長時間労働を余催なくされてい

る場合のように、実際には労働時間に関する裁量がほとんどないと認められる場合。

13)部下の勤務態様との相遠                 【管理監督著性を否定する補強要素】

管理監督者としての職務も行うが、会社から配布されたマニュアルに従った業務に従事している

など労働時間の規制を受ける部下と同様の勤務態様が労働時間の大半を占めている場合。
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十年間に支払われた資金 業績〔専門職種等の特別の事情がないにもかかわら

ずs他店舗を含めた当骸企業の一般労働者の資金総額と同程度以下である場合。

131時間単価                       【管理監督奢性を沓定する重要な要素】

実態として長時間労働を余儀なくされた結果、時間単価に換算した賃金額において、店齢に所属

するアルバイト・パート等の資金額に満たない場合と特に、当該時間単価に換算した賃金額が最低賃

金額に満たない場合は、管理監督者性を否定する極めて重要な要素となる。

金融機関における管理監督者について

都市銀行等における『曽理監督者」の範囲 (コ日和52年 2月 23口基発第104号 )

1.取締役等役員を兼務する者
2.支店長、事務所長等事業場の長
3.本部の部長等で経営者に直届する組織の長
4.本部の課又はこれに準ずる組織の長

5。 大規模の支店又は事務所の部、課等の組織の長で 1～ 4の者と銀行内において同格以上に位置づ

けられて いる者

6.1～ 4と銀行内において同格以上に位置づけられている者であって、 1～ 3の者及び 5の うち重
～ 3の者と同格以上の位置づけをされている者を補佐し、かつその職務の全部若しくは相当部分を

代行若しくは代決する権V長を有するもの (次長、副部長等)

7.1～ 4と銀行内において同格以上に位置づけられている者であつて、経営上の重要事項にB曝する
企画立案等の業務を担当するもの (スタッフ)

都市銀行等以外の金融機関における「管理監督著』の範阻 (昭和52年 2月 28日基発第105号 )

1.取締役、理事等役員を兼務する者
2.出先機関を統轄する中央機構 (本部)の組織の長で

(1)経営者に直属する部等の組織の長 (部長等)

(21相当数の出先機関を統轄するため権限分配を必要として設けられた課又はこれに準ずる組織の長

(課長等)                υ

(31(1)～ (21と 同格以上に位置づけられている者であって.(1)の者を補佐して、通常当該組織の業務を

総括し、かつこ(1)の者が事故ある場合には、その職務の全部又は相当部分を代行又は代決する権限を

有する者 (副部長、部次 長等)

3.支店、事務所等出先機関における組織の長で

(4)支店Ⅲ事務所等出先機関の長 (支店長、事務所長等)

(51大規模の支店又は事務所における部、課等の組織の長で、上記(1)(2).(4)の 者と企業内において同

格以上に位置 づけられている者 (本店営業部又は母店等における部長、課長等)

(6X41の者に直属し、下位にある役付者 (支店長代理、(5)に該当しない支店課長等)を指揮監督して、

通常支店等の業務を総括し、かつ、その者が事故ある場合にはその職務の全部又は相当部分を代行

又は代決する権限を 有する者であって、(‖ (21.(41と同構以上に位置づけられているもの (副支店長、

支店次長等)

4.スタッフ職
(7Xl)～ (4)と企業内において同格以上に位置づけられている者であつて、経営上の重要な事項に関す

る企画、立案 調査等の業務を担当する者

- 42 -



労働契約法は、労働契約の基本的な理念及び労働契約に共通する原則や、判例法理に沿った労働契約の

内容の決定及び変更に関する民事的なルール等を一つの体系としてまとめた法律です。

主な内容は以下のとおりです。

目的 □定義 (第 1条、第 2条 )

労働契約に関する基本的事項を定めることにより、合理的な労l動条件の決定又は変更が円滑に行われる

ことを通じて、労働者の保護を園りつつ、個別の労働関係の安定に資することを目的としています。
この法律における『労働者」とは、使用者に使用されて労働し、賃金を支払われる者であり、「使用者J

とは、その使用する労働者に対して賃金を支払う者をいいます。

労働契約の基本原則等 (第 3条～第5条関係)

労働契約は、①労使対等な立場における合意によって、またi②就業の実態に応じた均衡を考慮して、
③仕事と生活の調和にも配慮して締結・変更すべきものであり、さらに、④労使ともに契約を寺り信義に
従って誠実に権利を行使し、義務を履行しなければならず、⑤権利の濫用をしてはなりませんと
使用者は、労働契約の内容について、労働者の理解を深めるようにする責務があり、労働契約の内容は

できる限り書面で確認しなければなりません。

使用者は、労働契約に伴い、労働者の生命・身体等の安全に配慮しなければなりません。

有期労働契約 (第 17条関係)
使用者はやむを得ない事由がなければ、契約期間が満了する前に労働者を解雇することはできません。

契約締結に際しては、目的に照らして必要以上に契約期間を短くして、その契約を反復更新することのな
いよう配慮しなければなりません。

労働契約の成立・変更 (第 6条～第 10条関係)
労働契約は労働者が使用者に使用されて労働し、使用者がこれに対して賃金を支払うことの合意によっ

て成立します。

原則として、労働契約を締結する場合に、使用者が合理的な労働条件が定められている就業規則を労働

者に周知させていた場合には、労働契約の内容はその条件によるものとします。

労働条件は労使の合意によって変更することができます。

原則として、労働者の合意のないまま、就業規則の変更によって労働者に不利益に労働条件を変更する

ことはできません。但し、一定の要件を満たす場合には、就業規則の変更によって労働条件を変更するこ

とができます。    ｀

労働契約の継続 い終了 (第 14条～第 16条関係)
使用者が、労働者に出向を命ずる場合や労働者に懲戒を行う場合、労働者を解雇する場合については、
その必要性、理由などに照らして、権利の濫用と認められる場合には、無効となります。

① 経営上の必要性
整理解雇をしなければならないほどの経営
上の必要性が客観的に認められること

② 解雇回避の努力
配置転換、出向、希望退職の募集、資金の弓t下
げその他整理解雇を回避するため会社が最大限
の努力を尽くしたこと

勤続年数や年齢などの解雇の対象者を選定
する基準が客観的、合理的で、かつ基準に沿っ
た運用が行われていること

③ 人選の合理性 ④ 労使間での協議
整理解雇の必要性やその時期、方法、規模、人
選の基準などについて、労働者側と十分に協議を
し、納得を得るための努力を尽くしていること

整理解雇の有効性を判断する要素
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18条)

使用者は、有期労働契約が反復更新されて通算 5年を超えた労働者からの申込みがあつたときには、期

働契約)に転換しなければなりません。詳細は P.53を参照下さい。間の定めのない労働契約 (無期労

有期労働契約の更新等 (第 19条 )

同一の使用者と労働契約を締結している、有期契約労働者と無期契約労働者との間で、期間の定めがあ

ることにより不合理に労働条件を相違させることを禁止する規定で、有期契約労働者については、無期契

約労働者と比較して、雇止めの不安があることによつて合理的な労働条件の決定が行われにくいことや、

処遇に対する不満が多く指摘されていることを踏まえ、,法律上明確化することとしたものです。

1 対象となる労働条件
有期労働契約のうち、ヽ

① 過去に反復更新された有期労働契約で、その雇止めが無期労働契約の解雇と社会通念上同視
できると認められるoの。  ィ
② 労働者において、有期労働契約の契約期間の満了時にその有期労働契約が更新されるものと
期待することについて合理的な理由があると認められるもの。

2 要件と効果
上記①、②のいずれかに該当する場合に、使用者が雇止めをすることが、「客観的に合理的な理

由を欠き、社会通念上相当であると認められないとき」は、従前の労働契約と同一の労働条件で、

有期労働契約が更新されます。

3 必要な手続き
この規定が適用されるためには、労働者から『契約期間が満了する日までの間に有期労働契約の

更新の申込みを行う」か、「契約期間満了後退滞なく冶期労働契約の締結の申込みを行う」ことが

必要です。                         ,

不合理な労働条件の禁止 (第 20条 )

同一の使用者と労働契約を締結しているこ有期労働契約労働者と無期労働契約労働者との間で、期間の

定めがあることにより不合理に労働条件を相遠させることを禁止する規定で、有期契約労働者については、

無期契約労働者と比較して、雇止めの不安があることによって合理的な労働条件の決定が行われにくいこ

とや、処遇に対する不満が多く指摘されていることを踏まえ、法律上明確化することとしたものです。

1 対象となる労働条件
賃金や労働時間等だけでなく、災害補償、服務規律、教育訓練など労働者に対する一切の待週が

含まれます。

2 判断の方法
労働条件の相違が、不合理と認められるかどうかはこ①職務の内容 (業務の内容および当該業務

に伴う責任の程度)②当該職務の内容および配置の変更の範囲③その他の事情を考慮して、個々の

労働条件ごとに判断されます。               ｀

とりわけ、通勤手当、食堂の利用、安全管理などについて労働条件を相違させることは、上記①

～③を考慮して、特段の理由のない限り、合理的とは認められません。

3効 果        ‐

|この規定により不合理とされた労働条件の定めは無効となり、不法行為として損害賠償が認めら

れ得ると解されます。また、無動とされた労働条件はi基本的には無期労働契約労働者と同じ労働

条件が認められると解されます。
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無期転換ルエルとは、労働契約法の改正により、有期労働契約が反復更新されて通算 5年を超えたと
きに、労働者の申込みにより、期間の定めのない労働契約 (無期労働契約)に転換されるルールのことで
す。

契約期間が 1年の場合、5回 目の更新後の 1年間に、契約期間が 3年の場合、1回 目の更新後の3年間
に無期転換の申込権が発生します。
※ 通算契約期間のカウントは、平成 25年 4月 1日以後に開始する有期労働契約が対象です。
25年 3月 31日 以前に し 有期労働契約は、 に含めません。

1 申込み  ′
平成 25年 4月 1日以後に開始した有期労働契約の通算契約期間が 5年を超える場合、その契
約期間の初日から末日までの間に、無期転換の申込みをすることができます。
2 転換
無期転換の申込みをすると、使用者が申込みを承諾したものとみなされ、無期労働契約がその

無期転換ルールの仕組み

<契約期間が1年の爆合>

5年

通算 5年を超えて契約更新した労働者
が、その契約期間中に無期転換の申込
みをしなかったときは、次の更新以降
でも無期転換の申込みができます

<契約期間が 3年の場合>

5年

<契約期間が 5年の場合>

6年

み

無期転換ルールを避けることを目的として、無期転換申込権が発生する前に雇止めをすることは、
労働契約法の趣旨に照らして望ましいものではありません。また、有期契約の満了前に使用者が更
新年限や更新回数の上限などを一方的に設けたとしても、雇止めをすることは許されない場合もあ
りますので、慎重な対応が す。

申
込
み

↑
更
新

↑
更
新

↑
更
新

↑
締
結

↑

転
換
申
込
み

転
換

更
新

↑
締
結

更
新

↑
締
結

1年 〒下洒亜涵F) 労働契約

無期労働契約

3年 無期労働契約

5年 無期労働契約

通算 5年を超えて契約更新した
労働者が、その契約期間中に無期
転換の申込みをしなかうたとき
は、次の更新以降でも無期転換の

申込ができます
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時点で成立します。無期に転換されるのは、申込み時の有期労働契約が終了する翌日からです。

3 無期労働契約
無期労働契約の労働条件 (職務、勤務地i賃金、労働時間など)は、別段の定めがない限り、直

前の有期労働契約と同一となりますp別段の定めをすることにより、変更可能です
4 更新
無期転換を申し込まないことを契約更新の条件とするなど、あらかじめ労働者に無期転換申込

権を放乗させることはできません。(法の趣旨から、そのような意思表示は無効となります。)

通算契約期間の計算について

1 計算方法について

O 通算契約期間は、「同一の使用者」ごとに砒算しまず口同じ使用者であれば、事業場が変わつて
も、契約期間は通算されます。

O 通算契約期間は、労働契約の存続期間で計算します。育児休業などで勤務しなかった期間も、
労働契約が続いていれば通算契約期間にカウントされます。

O 通算契約期間は、暦を用いて、年、月、鳳の単位で行います。契約期間の初日から起算して、翌
月の応答日 (月違いの同日)の前日をもって『1か月」とします。          1
0複数の契約期間にづいて1か月未満の端数がある場合には、その端数どうしを合算した後に、3
0日 をもつて1か月に決算します。

通算契約期間の計算の対象となる契約期間が 1年以上の場合

(1)契約がない期間 (6か月以上)が間にあるとき
有期労働契約とその次の有期労働契約の間に、契約がない期間が6か月以上あるときは。その

空白期間より前の有期労働契約は通算契約期間に含めません。これをク
エリングといいます。

(2)契約がない期間はあるが、6か月未満のとき
有期労働契約とその次の有期労働契約の間に、契約がない期間があつても、その長さが 6か月

未満の場合は、前後の有期労働契約の期間を通算します。 (クーリングはされません。)

通算契約期間の計算の対象となる契約期間が 1年以上の場合                .
ヵゥントの対象となる有期労働契約の契約期間 (2つ以上の有期労働契約があるときは通算ψ
た期開)の区分に応して、契約がない期間がそれぞれ下表の右欄に掲げる期間に該当するときはこ

2

3

契約期間の リセットされます。
契約がない期間通算契約期間の計算の対象となる有期労働契約
1か月以上2か月以下
2か月以上2か月超～4か月以下
3か月以上4か月超～6か月以下
4か月以上6か月超～ 8か月以下
5か月以上
6か月以上

8か月超～10か月以下
10か月超～

専F尋的知確等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法

労働契約法では、有期労働契約が繰り返し更新されている通算 5年を超えたときは、労働者の申込み

により、期間の定めのない労働契約 (無理労働契約)に転換できること (無期転換ルール)を定めていま

すが、この有期労働契約のうち、

① 高度専Fl職 (r5年を超える一定の期間内に完了することが予定されている業務」に就く専門的知
識等を有する有期雇用労働者)・

② 継続雇用の高齢者 (定年後に有期労働契約で継続雇用される高齢者)
について、労働契約法に基づく鐵期転換申込権発生までの期間 (現行5年 )を一定の要件のもとで延長す
ることができる特例を定めた「専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法」が平成

27年 4月 1日 に施行されました。

<有期雇用特別措置法の基本的な仕組み>
① 無期転換ルールの特例の適用を希望する事業主はi特例の対象労働者に関して、能力が有効に発
揮されるような雇用管理に関する措置についての計画を作成します。

゛
② 事業主は、作成した計画を1本社・本店を首轄する都道府県労働局 (雇用環境 。均等部 (室))に提
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出します。 (本社 i本店を管轄する労働基準監督署経由で提出することもできます)

号
③ 都道府県労働局は、事業主から申請された計画が適切なときに、認定を行いますと

④ 認定を受けた事業主に雇用されと特栃』考象労働者 (高度専門職と継続雇用の高齢者)について、
無期転換ル｀ルに関する特例が適用されます。
有期労働契約の締結・更新の際に、無期転換ルールに関する特例が適用されていることを対象労
働者に明示する必要があります。

高度専門職の特例

1 高度専門職の年収要件と範囲
高度専F辱職の年収要件と範囲については、次のとおりです。

(1)年収要件
事業主との間で締結された有期労働契約の契約期間に、その事業主から支払われると見込まれる
賃金の額を、1年間当たりの賃金の額に換算した額が、1,075万円以上※であることが必要です。
※ 「支払わ4る と見込まれる賃金の額」とは、契約期間中に支払われることが確実に見込まれる賃金の額
をいいます。具体的には、個別の労働契約または就業規則等において、名称の如何にかかわらず、あらか
じめ具体的な額をもうて支払われることが約束され、支払ゎれることが確実に見込まれる賃金iま全て含ま
れる‐方で、所定外労働時間に対する手当や労働者の勤務成績等に応じて支払われる賞与、業務給でもい
わゆる最低保障額が定められ、その最低保証額については支払われることが確実に見込まれる場合には、
その最低保障額は含まれるものと解されます。

(2)高度専門職の範囲
次のいずれかにあてはまる方が該当します。
①博■の学位を有する者
②公認会計士、医師、歯科医師、獣医師、弁護士、一級建築★、税理士、案剤師、
社会保険労務士、不動産鑑定士、技術士または弁理士
③ !Tス トラテジストとシステムアナリスト、アクテュアリー資格試験に合格している者
④特許発明の発明者、登録意匠の創作者、登録品種の育成者
⑤大学卒で5年、短大・高専卒で6年、高率で7年以上の実務経験を有する農林水産業・鉱エ
業・機械・電気・建築・土木の技術者、システムエンジニアまたはデザィナー
⑥システムエンジエアとしての実務経験5年以上を有するシステムコンサルタント
⑦国等※によって知識等が優れたものであると認定され、上記①から⑥までに掲げる者に準ずる
ものとして厚生労働省労働基準局長が認める者
※回、地方公共団体、一般社団法人または一般財回法人その他これらに準ずるものをいいます。

2 特例の内容
通常は、同一の使用者との有期労働契約が通算5年を超えて反復更新された場合に無期転換申込
権が発生しますが、
・導切な雇用管理に関する計画を作成し、都道府県労働局長の認定を受けた事業主に雇用され、
・高収入で、かつ高度の専門知識を有し、
'その高度の専門中知識等を必要とし、5年を超える一定の期間内に完了する業務 1特定有期業
務c以下「プロジェクト」とぃ1ヽます)※
に従事する有期雇用労働者 (高度専門職)については、そのプロジェクトに従事している期間は、
無期転換申込権が発生しません。但し、無期転換申込権が発生しない期間の上『長は、 10年です。
例えば、 7年間のプロジェクトの開始当初から完了まで従事する高度専門職については、そ
の7年間は無期転換申4権が発生しません。
※毎年度行われる業務など、恒常的に継続する業務は含まれません。
<プロジェクトの開始当初から完了まで従事させた場合>

も年

無期転換申込権は発生しない

3 特例の適用についての考え方
無期転換ルールは、当初の労働契約から

※ プロジェクトの終了後、引き
続き有期労働契約を更新する
場合は、通常の無鶏転換ルール
が適用され、無期転換申込権が
発生します。

通算契約期間が『5年」を超えた場合に、 転換申込権

1年 拐「〒語耳)1年

プロジェク ト (7年 )
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が発生するもの 。高度専門職に関 る特例は、「 5 が、認定を受けた計画における
ロジェ

クトの「開始の日から完了の日までの“期田
″
Jとなり、その “期間"は無期転換申込権が発生しな

いことを定めるものです。     .
したがって、無期転換申込権が発生しないのは、最初の有期労働契約からの通算契約期間が、プロ

ジェクトの開始の日から完了の日までの “期間
″
(年数・月数〕を超えない場合です。例えば、

・『6年」を要するプロジェクトに従事している間は「6年Jを超えないB民り、

・「7年1を要するプロジェクトに従事している間は「7年」を超えない限り、

それぞれ、無期転換申込権は発生しないことになります。

5年

無期転換申込権は発生しない (7年)→

ただし、以下の場合には、その時点で通常の無期転換ルールが適用され、通算契約期間が 5年を超え

ていれば、無期転換申込権が発生します。

・プロジェクトに従事しなくなった場合

・年収要件 (1,075万円)を満たさなくなった場合        |
ソ t計画設定が取り消された場合
(注 1)通算契約期間の算定は、平成24年労働契約法改正法の施行日である平成25年 4月 1日以降に開始す

る有期労働契約が対象となります

(注 2)プロジェクトの開始後に認定を受けた場合であっても、プロジェクトの開始前に認定を受けた場合と 同

棒に、 します。ただし 込権を してい

申
込
み

競期労働契約1年 元正三 元正三 )1年

ノロジェクト (7年 )

継続雇用の高齢者の特例

通常は、同一の使用者との有期労働契約が通算5年を超えて反復更新された場合に鍛期転換申込権が

発生しますが、
H適切な層用管理に関する計画を作成し、都道府県労働局長の認定を受けた事業主

叉の下 で、
・定年に達した後、引き続き雇用される

有期雇用労働者 (継続雇用の高齢者)については、その事業主に定年後引き続いて雇用される期間は、無

期転換申込権が発生
!しません。

※高年齢者雇用安定法に規定する特殊B母係事業主に定年後に引き続いて雇用される場合は、その特殊関係事

<補足>
特殊関係事業主について                          F
特殊関係事業主とされるのは、いわゆるグループ会社です。具体的には、

い)元の事業主の子法人等
(21 元の事業主の親法人等

(3)元の事業主の親法人等の子法人等

(41 元の事業主の関係法人等

(5)元の事業主の親法人等の関係法人等  です。
(注 lI定年を既に迎えている方を雇用する事業主が認定を受けた場合、そうした方も特例の対象と

なります。ただし、労働者が既に無声B転換申込権を行使している場合を除きます。

(注 2〕 定年後に同一の事業主に継続雇用され、その後壱lき続いて特殊関係事業主に雇用される場合

は、特例の対象となりますB(通弊契約期間のカウントについては、同一の使用者ごとにな

されるため、その特殊関係事業主に雇用された時点から新たに行われます。)

業主です。
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1 1

雇止めについて争われた裁判例を見ると、6つの判断要素を用いて契約関係の状況を総合的に判断し
ています。

その中には、民法の原則どおり契約期間の満了により当然に契約関係が終了するものと判断した事案
ばかりではなく、契約関係の終了に制約を加え、解雇に関する法理の類推適用などにより雇止めの可否
を判断し、結果として雇止めが認められなかった事実も少なくありません。
またこ裁判例について共買型化を試みると、有難労働契約を4うのタイプに分けることができ、タイプご
とに判断要素に関する状況や雇上の可否について一定の傾向が見られます。

雇 止 め に 関 す る こ れ ま で の 裁 判 例 の 傾 向

6つの判断要素

判断要素 具   体 例

業務の客観的内容 ・従事する仕事の種類 ,内容・勤務の形態 (業務内容の恒常性・臨時性、業務
内容についての正社員との同工性の有無など)

契約上の地位の性格 ・地位の基幹性・臨時性 (嘱託・非常勤講師など)
・労働条件についての正社員との同一性の有無

当事者の主観的態様

更新の手続・実態

・継続雇用を期待させる当事者の言動・認識あ若原と程度等 (採用に際しての
雇用契約の期間や、更新ないし継続雇用の見込み等についての雇主側からの
説明など)~垂
死嗣辰弱扁湧戻所百面霊函言覇砺扉誦正=面函F巧覇開辱覇況詞蒟「

~⌒~~~~~~~
・契約更新時における手続の厳格性の程度 (更新手続の有無,時期・方法、更
新 の ど)

他の労働者の吏新状況 にある他の ど

その他 ・有期労働契約を締結した経緯
・勤続年数・年齢等の上限の設定など

4つのタイプ男u判例

る調査研究会報告」(平成 12年)を もとに取りまとめたものです。

1 2 3 4

期間満了後も雇用関係が継

続するものと期待すること

に合理性が認められないも
の

期間の定めのない契約と実
質的に異ならない状態,こ至
つている契約であると認め
られたもの

雇帰継続への合理的な期待
が認められる契約であると
され、その理由として福当
程度の反復更新の実態が挙
げられているもの

雇用継続への合撃的期待
が、当初の契約締結時等か

ら生じていると認められる

契約であるとされたもの

契

約

関
係

の
状

況
純粋有期契約タイプ 実質無♯漏解約タイプ 期待保護 (反復更新〕タイプ 期待保護ll性続特約)タイプ

事

案

の

特

徴

O業務内容が臨時的な事案
があるほか、臨時社員など

契約上の地位が臨a寺的な事

案が多い

0契約当事者が,胡間満了に
より契約期間が終了すると
明確に認識している事案が

多い。

O更新の手続きが厳格に行
われている事案が多い。

O同様の地位にある労働者
について過去の雇止めの棚
がある事案が多い。

≪代表的な裁判例≫

亜議H亜大学事件 (東京地裁

昭G3.11.25判 決)

O業務内容が
り、更新手続が形式的な事

案が多い。

O雇用争性続を期待させる使
用者の言動が認められる事

案が多い。

O同様の地位にある労働者
について過去に雇止めの例
がほとんどない事案が多
tヽ。

≪代表的な裁判l列≫

東芝柳町工場事件 (最高裁
昭49722判決}    ッ

であ O業務内容が恒常的であ
り、更新回数が多い。

○業務内容が正社員と同一

でない事案がある

0同様の地位にある労働者
について過去に雇止めの例
がある事案があると
≪代表的な裁半J例》

日立メディコ事件 (最高裁
昭61.124判決}

O更新回数は概して少な
く、契約締結の経維等が特

殊な事例が多い。

《代表的な裁判例》

福岡大和倉庫事件 (福岡地

畿平21212判決)

ほとんどの事案で雇止めは
認められてもヽない。

′
経済的事1青による雇止め :こ

ついて、正社員の整理解雇

と半!断基準が異なるとの理

由で雇止めを認めた事案が

かなり見られる。

当該契約に特殊な事情等の

存在を理臨として雇止めを

認めない事案が多とヽ。

雇
止
め
の
可
否

原則どおり契約魏間の満了
によって当然に契約関係が

終了するものとして、雇止

めの効力は認められる。

了 りに する法理の類推等により
裁判例の傾向は1「有期労働契約の
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12 派 遣 労 働 者 に 対 す る 労 働 基 準 法 等 の 適 用

派遣労l動者にも当然に労働基準法、労働安全衛生法等の労働関係法令が適用され、原則として、派遣労働者

と労働契約を変わしている派遣元事業主が雇用主としての責任を負いますが、二部の規定については、同労働

者を指揮命令して業務を行っている派遣先が責任を負うものがありますので、十分注意してください。

労働基準法及び労働安全衛生法の事項ごとの適用関係は次のようになります。

労働基準法の適用に関する派遣元 `派遣先の責任分担

適 滞 条 項 派遣元 派遣先

総
　
則

均等待遇儡条) ● ●

男女同一賃金の原則 (4条 ) ●

強制労働の碧 ● ●

公民権行使の保障″条) ●

労
働
契
約

労働基準法進反の契約 (18条 )・ 契約期間 (14条 )・ 労働条件の明示 (15条 |・ 賠イ賞

予定の禁止 (16条}t前借金相殺の禁止 (17条 )・ 強制貯金 (18条 }・ 解雇制限 (19
条)・ 解雇の予告確0・ 21条〕`退職時の証明 (22条 1項)・ 解雇理由の証明確2条 2

項)・ 金品の返還 (23条〕

●

賃
金
賃金の支払い惚4条),非常時払い (25条〕・休業手当佗6条 )・ 出来高払いの保障
給確7条 )

●

労
働
時
間

。
休
憩

こ
休
日

・
休
暇

労働時間 (32・ 33条 } ●

変形労働時間制等の協定の締結・届出偲2条の2～ 32条の4〕 ●

休憩 (34条 )・ 休日伯5条 ) ●

外 口休日労働 定 (36 ・届 皓6条 ) ●

時間外・休日労働儡6条 } ●

時間外 日休日・深夜労 の い鱈7条 } ●

事業場外のみなし労働時間制の協定の締結・属出伯8条の2) ●

専門業務型裁最労働制の協定の締結・届出儡8条の3) ●

年次有給休暇 (39条 ) ●

労働時間・休憩の特例 ‖0条i「 適用除外側1条〕 ●

年
少
者

低7条 ) ●

労働時間・休日60条〕・深夜業皓1条〕・危険有害業務の就業制限 (62条 )・

坑ぬ労働の禁止 63条 }
●

) ●

女
　
性

坑内業務の就業制限 (64条の2)・

妊産帰等に係る危険有害業務の就業制限員俗4条の働
●

産前産後休!
彗
〔 85条 ) ●

産前産後の時間外 ,休 日労働・深夜業に係るもの個6条)'育児時間 67条),
生理日の就業が著しく困難な女性に対する措置脩8条 )

●

徒弟の弊害の拶

'除

(69条 ) ● ●

災害補償 75～ 88条 ) ●

就

翡
則

就業規則の作成・属出憾9・ 90条 ) ●

i ●

法令・労働契約との関係 (92条 )・ 就業規則の効力 03条〕 ●

雑

則

申告を理由とする不利益取扱いの禁止 (184条 ) ● ●

報告の義務 (104条の掛 ● ●

● ●

労働者名簿 (107条)・ 賃金台帳 (108条 ) ●

記録の保存 109条 } ● ●
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労働安全衛生法の適用に関する派遣元・派遣先の責任分担

これらの規定は、業として行う者であるか否かを問わず、すべての労働者派遣に適用されるので、.労
働者派遣の役務の提供を受ける者のすべてにその責任が負わされます。
次の点は特にご留意くださいも
① 派遣労働者の日常の労働時間等の管理は派遣先事業主が行いますが、労働時間等の設定は派遣
元事業主が行うことになっています。したがって、派遣先において派遣労働者に時間外労働や休
日労イ動を行わせるためには、派遣元事業主が時間外、あるいは、休日労働に関する労使協定を締
結し、所轄労働基準監督署に届け出ていることが必要です。
② 派遣先が労働者派遣契約で定める就業条件に従って派遣労働者を労働させることによって、派
遣先が労働基準法又は労働安全衛生法の一定の規定に抵触することとなる場合には、旅遺元事業
主はその労働者派遣をしてはならないこととなつています。そして、派遣元事業主がこれに反し
て労働者派遣を行つた場合であって、派遣先がその派遣労働者を労働させたことによって労働基
準法等に抵触することとなったときには、派遣元事業主も処罰の対象となります。

適 条 派遣元 派遣先
総則 事業者の責務僧条1項)・ 労働者の責務

“

条} 0 ●

安
全
衛
生
管
理
体
制

管 の 任等 (1

者の選任等 (11条 )
● ●

●
衛生管理者 2条 ) ● ●

(12条の2) ● ●
産業医 13条 ) ● ●
作業主任者の選任等 (1 )

の 5

●

●
元方 の 6条の2) ●

15条の研 ●
安全委員会の 榊7条 ) ●
委員会の (18条 ) ● ●
に対する教 (19条の2) ● ●

健
康
障

械

あ 労
た 働
つ者
で の
の 就
措 業
置 に

事業者の講ずベ き (2 0 2 7条 3 条の 3

危 ・有害性の調査 , (28条の2)
●

●
ブ[ べき措置等 ( ～30条の制 ●
自主検査 (45条 i・ 3,4項 )

調査 (57条の3～ 57条の動

●

●
雇入れ時の 9条 1項 ) ●

時の安 9条 2項 ) ● ●
の特別教育 (59条の3)

0 ●
危険有 に る教育

限 俯1条 1項 )
● ●

●
中 についての配慮 m2条 ● ●

健
康
の
保
持
増
進
:昔

置

乍業環境測定俗5条 } ●
作業環境測 の評価等 俯5条の2} 0
作業の管理 (55条の制 ●
作業時間 の41 ●
一般健康診断脩6条 1項 }、 当

の

果について 取 (66条の4〕
記録 ●

有害業務に関 る健康診断崎6 2～ 5項 )。 当該健康診断の結果についての意
見聴取 俗6条 断結果の記録 (66条の3)

の措置 (66条の

●

● ●
面 6条の3・ 66条の9) ●
心理的 を るための検査等 レスチェック) 6条の 10) ●
病者 俯8条 ) ●
健康教育等 育活動等についての 宜供与等 ● 0
ための事業者 71条の2) ●

改善計画等″8～

計画の届 8条 ) ●
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最低賃金制度とは

最低賃金制度とは、最低賃金法に基づき国が賃金の最低限度を定め、使用者は、その最低賃金額以上の

賃金を支払わなければならないとする制度です。
 「の合意の上で定めても、それは法律によつて無効と仮に最低賃金額より低い賃金を労働者、使用者双茂

され、最低賃金額と同銀の定めをしたものとされます.

したがって、最低賃金未満の賃金しか支払わなかつた場合には、最低賃金額との差額を支払わなくては

なりません。また、地域別最低賃金額以上の賃金額を支払わない場合には、最低賃金法に罰則 (50万円以

下の罰金)が定められ、特定 (産業別)最低賃金額以上の賃金額を支払わない場合には、労働基準法に罰則

(30万円以下の罰金)が定められています。

最低賃金には、地域別最低賃金と特定最低賃金の 2種類があります。

地域別最低賃金は、産業や職種にかかわりなく、都道府県内の事業場でl動くすべての労働者とその使用

者に適用されますνヾ―トタイマー、アルパイト、臨時、嘱託などの雇用形態や呼称の如何を問わず、す
べ

ての労働者に適用されます。I。

特定最低賃金は、特定地域内の特定の産業の基幹的労働者とその使用者に適用されます (18歳未満又

は65歳以上の方、雇入れ後一定期間未満で技能習得中の方、その他当該産業に特有の軽易な業務に従事

する方などには適用されません。)。

一般の労働者より苦しく労イ動能力が低いなどの場合に、最低賃金をf律に適用するとかえつて雇用機会

を狭めるおそれなどがあるため、次の労働者については、使用者が都道府県労働局長の許可を受ける
こと

を条件として個別に最低賃金の減額の特例が認められています。

(1)精神又は身体の障害により著しく労l動能力の低い方            ,
(2)試の使用期間中の方     

｀
                    ＼

(3)基礎的な技能等を内容とする認定職業訓練を受けている方のうち厚生労働省令で定める方

(41 軽易な業務に従事する方

(5)断続的労働に従事する方

なおι最低賃金の減額の特例許可を受けようとする使廂者は、最低賃金の減額の特例許可申請書 (所定様

式〕?通を作成し、所轄の労働基準監督署長を経由して都道府県労働局長に提出してください。

最低賃金の種類

者に対して適用される最低賃金として、各都道府県に1つずつ、全部で4
で働くすべての労働者とその使用は、産業や職種にかかわりなくも都道府県内の事業場

7件の最低賃金が定められていま

す

特定最低賃金

特定最低賃金は、特定の産業について設定されている最低賃金です。関係労使の申出

審議会の調査審議を経て、同審議会が地域別最低賃金よりも金額水準の高い最低賃金を定める

と認めた産業について設定されています。

長崎県では以下の業種について特定最低賃金が定められています。

(1)はん用機械器具、 生産用機械器具 製造業
(2)電子部品 'デバイス・ 電子回路、電気機械 器具、情報通信機械 器具製造業

(3)船舶製造・ 舶用 関製造業

き最低賃金

ことが必要

最低賃金の適用

最低賃金の減額特例
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派遣労働者への適用

最低賃金の対象となる賃金

派遣労働者には、派遣先の最低賃金が適用されますので(派遣労働者又は派遣元の使用者は、派遣先の
事業場に適用される最低賃金を把握しておく必要があります。

最低賃金の対象となる賃金は、毎月支払われる基本的な賃金です。

具体的には、実際に支払われる賃金から次の資金を除外したものが最低賃金の対象となります。

僧)臨時に支払われる賃金 (結婚手当など)
12)1箇月を超える期間ごとに支払われる賃金 (賞与など)
13)所定労働時間を超える時間の労働に対して支払われる賃金佃寺間外割増賃金など)

(4)所定労l動日以外の日の労働に対して支払われる賃金 (休日割増賃金など
'(5)午後 10時から午前5時までの間の労働に対して支払われる賃金のうち、通常の労働時間の賃金の計

算額を超える部分 (深夜割増賃金など)            、

(6)精皆勤手当、通勤手当及び家族手当

支払われる賃金が最低賃金額以上となっているかどうかを調へるには、最低賃金の対象となる賃金額
と適用される最低賃金額を以下の方法で比較します。                 .
1 時間給制の場合        '
時間給 ≧ 最低賃金額 t時間額)
2 日給制の場合                  ,
日給 ■ 4日 の所定労働時間 ≧1最低賃金額佃寺間額}
3 月給制の場合
月給 ■ η箇月平均所定労働時間 ≧ 最低賃金額 (時間額)
4 出来高払制その他の請負制にようて定められた賃金の場合
出来高払制その他の請負制によって計算された賃金の総額を、当該賃金計算第漏間に出来高払制その他の
請負制によって労働した総労働時間数で除して時間当たりの金額に換算し、最低賃金額 (時間額)と比較し
ます。
5 上記 1、 2、 3, 4の組み合わせの場合
例えば、基本給が自給制で、各手当 (職務手当など)が月給制などの場合は、それぞれ上記 2、 3の式に
より時間額に換算し、それを合計したものと最低賃金額 (時間額)を比較します。

最低賃金額以上かどうかを確認する方法
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様 集式

(記 入 例 )

様式は長崎労働局ホー4ヘージからダウンロとドできます。
長崎労働局ホーム>各種法令・制度 E手続き>法令 ,様式集>様式集

urei_seido_tBtsuzuki/hourehttpsi//,site.‖hl‖ go,,p/nigasaki― rou shikish繊 ,html
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労働条件通知書
(一般労働者用 ; 型 )

期間の定めがある
場合は、契約更新
の方法まで明確に
しましょう。
試用期間を設ける
場合には、その旨
を明示 しましょ
う。

契 約 期 間

特例の適用を受け
るには本社・本店
を管轄する労働局
へ申請し、認定を
受けることが必要
です。

更新する場合があり得る

<有期雇用特別措置法による特例の対象者の場合>
無期転換申込権が発生しない期間 : |(高 度専門職), I(定年後の高齢者)

△△ △△ 殿

契約の更新はしない

2
カＬ
Ｂ
と
ロ

況

||

平成OOttOOttOO日

めなし
について

定年後引き続いて ている期間

使用者職氏名

(平成〇年Ott O日 ～平成OttO日 )
あり」とした場合に記入>

・従事している業務の

契約の更新は次により判断する。
・契約期間満了時の業務量

1 契約の更新の有無

|:星詔電将
更新する

期間の定
<以下は、

特定有期業務の開始から完了までの期間 (   年

事業場所在地「名称 株式会社□□回回・
長崎市OO町○○番OO号

◇◇ ◇◇

日会社の経営状況
。その他 (

就 業 の 場 所

き

容

べ

内

す

の

事

務

従

業

交替制や変則的な
場合でも、原則的
な時Fロヨを明記しま
しょう。

始業、終業の時
才スll、 休憩時間、

就 業 時 転 換

((1)ドヤ衛)の う

ち該当するも

の‐つにOを
付けること。〕、

所定時間外労

働の有無に関

する事項

//
変形労働時Fロヨ制等の

制度を導入している

場合のみごεE入下さ
い。

始業・終業の時刻等

(1凛台業 (○○時OO分)終 業 (OO時○○分)
く以下のような常il度が労働者に適用される場合>
(2)変形労働時間制等 ,(  )単位の変形労働時間制・交替制とi′て、

Pll権登P'≒ヨ響烹景憲養韓争糞二F発長島lttF奮[に弓と£卦1 時 :
141事業場外みなし労働溜寺間制 ;始業 ( 時 分)終業 ( 時 分)
(5)裁量労働制 i始業 ( 時 分)終業 (｀ 時 分)を基本とし、労働者の決定に委ねる。
○詳細は、就業規則第○条～第○条、第 条～第 条、第 条～第 条
休憩時間 (60)分

完了日開始日
に

1

2

3 所 外労働の有無 (

・特定有期業務 (

当社内

経理事務

)

み合わせによる。

始業 (  時  分)終業 (
始業 (  時  分)終業 (
始業 (  時  分)終業 (

時  分) (適用日
時  分) (適用日
時  分) (適用日

＼

＼
休 ・定例日;毎週 土・日 曜日、国民の祝日、その他 (12/28～ 1/3、 8/13～ 15)

非定例日,週 '月 当たり  日、その他 (
1年単位の変形労働時間制の場合一年間  日

)

〇詳細は、就業規則第○条～ 条～第 条

暇休 1 年次有給休暇 6か月継続勤務した場合→  10 日
継続勤務 6か月以内の年次有給休暇  (有
→ か月経過で  日

2鱒 休暇 備 倒
単l立年休 (圃

“

耐 ・ 無 )

3 その他の体暇 有給 (生理休職、育児介護休暇等)
無給 (慶弔休暇等     )

無 )

第O条～第O条、 条～第 条は 、
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賃

賃金はじっかりと明
示しましょう。
手当は次項に記爺1じ
てください。基本給以外の手当

や変動する賃金等
も明記しましょ

割増賃金に関する

締切日、支払日が

別に定められてい

る場合に記入して

下さもヽ。

邪民度時間超え又
すよ、月60時間超
えの法定時間外
労働を行わせる
場合は、それぞ
れの割増資金率
を記載する必要
があります。

(可 )(通動手当 4,000円  /計算方法 :距離に応じて支給 )
(2)(職務手当 101000円  /計算方法 :職務遂行能力に応じて支給
(3)(皆勤手当 3,000円  /計算方法 :毎月遅刻、欠勤のない場合 (年休を除く。))
(4)(家族手当 7,000円  /計算方法 :固己偶者 5.000円 子 2,000円 〉
所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率

(1)所定時間外、法定超 月60時間以内 ( 25 )%
月60時間超  ( 50 )%

所定超  ( 25 )%
(2)体日 法定休日(35)%、 限度時間超 (35)%、 法定外休日(25)%

言室こ写ビli::佐ξ憲 ;I曇 : 1奪目i i
賃金の支払方法 ( 本人が指定する日座に振り込む )
7 労使協定に基づく賃金支払時の控除 (無  ・

3

〕

1 基本資金 月倫 (185,000円 )12)日 給 (

(3の賃金)一毎月○○日
(3の賃金)―翌月ηO日

期等 毎年4月 業績等を勘棄して )
時期、金額等 業績等を勘案して
(時期 )

有 ( 親睦会費 ))

(7月 =12月 ))・ 無 )

円)(3)時 間絵

円、保障給

(    円)
(41 出来高給 (基本単価

(5)その他 (     円)
2 諸手当の額又は計算方法

8 昇給 (
9 賞与 (
側 退職金

退職に関する事項は、

採用時にはっきりと明

示しましょう。

に

項事

職

るす

退

関 を悪経選遠誘錨 :薯羞まネ)無 .)無 )

3 自己都合退職の手続 (退職する 14日以上前に届け出ること)
4〔

:堵
二予雛彗ξ自魯言姦ξ奪粧勧

ゑ林正事壽鴛ォ
1霧輩捲壊督息

規則第○条～第○条、第 条～第 条○詳細は、
〕

3.職務命令
、30日 前に予告

そ の 他

福利厚生はどうなっているのかな
ども明示しましょう。

)

・雇用保険の適用 (□ ,

・雇用管理の改善等に関する
部署名 総務部総務課

)

・その他 (

担当者職氏名 課長OOOO(連 絡先OOO-OOOO

)

<以下は、「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合についての説明で女>
1  労働契約法第 18条の規定により、有期労働契約 (平成25年 4月 1日以
降に開始するもの)の契約期間が通算5年を超える場合には、労働契約
の期間の末日までに労働者から申込みをすることにより、当該労働契約
の期間の末日の翌日から期間の定めのない労働契約に転換されます。た
だし、有期雇用特別措置法による特例の対象となる場合は、この「5年
」という期間は、本通知書の「契約期間」欄に明示したとおりとなりま
す。

・社会保険の加入状況 ( その他 ( )

無 )

事項に係る4ゴ談窓口

パー トタイム労
働法 (ア)改 正によ
り、相談窓国の明
示が義務付けら
れました。
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△ △ △   殿

以下の事由により、あ_なたは当社をO①年〇〇月①O日に退職したことを証明します。

○〇年 〇〇 月○○ 日

事業主氏名又は名称

使 用 者 職 氏 名

株式会社□曲□□

代表取締役 ◇◇ |◇◇

①

②

③

④

⑤

⑥

@

あなたの自己都合による退職 (②を除く。)

当社の勧奨による退職

定年による退職         _     「

契約翔関の満了による退職      :

移籍出向による退職

その他 (具体的には         )に よる退職

解雇 (別紙の理由による。)

退 職 証 明 書

※ 該当する番号にOを付けることc       ,
※ 解雇された労働者が解雇の理由を請求しない場合には、⑦の「(男1紙の理由による。)」 を二重線で消
し、別紙は交付しないこと。

- 58 -
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ア 天災その他やむを得ない理由
(具体的には、

によって当社の事業の継続が不可能になったこと。)による解雇

イ 事業縮小等当社の都合
(具体的には、当社が、__……………
となったこと。)による解雇

ウ 職務命令に対する重大な違反行為
(具体的には、あなたが

したこと。)による解雇

工 業務について不正な行為
(具体白9には再あなた力ヽ____i.……
したこと。)による解雇

0 相当長期間にわたる無断欠勤をしたこと等勤務不良であること
(具体的には、あなたが7月 1日から8月 31日 のF日]、 会社からの再々の出勤
督促にもかかわらず、何らの理由も説明することなく無断欠勤したことが、

就業規則第①O条の解雇事由に該当 すること。)による解雇

力 その他
(具体的には、 r._…….)による解雇

鮮

※ 該当するものにOを付け、具体的な理由等を ( )の中に記入すること。
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解 雇 理 由 証 明 書

△△ △△

当社が、OO年○○月OO日 付けであなたに予告した解雇については、以下の理由に
よるものであることを証明します。

①O年OOtt OO日
事業主氏名又は名称 株式会社□□□□
使 用 者 職 氏 名 代表取締役 ◇◇ ◇◇

[解雇理由〕※
1‐ 2

1 天災その他やむを得ない理由
(具体的には、

によって当社の事業の継統が不可能となったこと。)による解雇

2 事業縮小等当社の都合
(具体的には、当社が、

となったこと。)による解雇

3 職務命令に対する重大な違反行為
(具体的には、あなたが._1_1_……■.………………ェ_一………1._十一一―~
したこと。)による解雇

4 業務について不正な行為
(具体的には、あなたが、__…………………………………………………………
したこと。)による解雇

勤務態度又は勤務成績が不良であること (具体的には、あなたが

7月 1日 から8月 31日 の間、会社からの再々の社I勤督促にもかかわらず、何

らの理由も説明することなく無断欠勤したことが、就業規貝U第○○条の解雇事由

に該当すること。)による解雇

6 その他 (具体的には、
による解雇

※ 1

※ 2

該当するものにOを付け、具体的な理由等を ( )
就業規則の作成を義務付けられている事業場におし

就業規則に記載された解雇事由のうち、該当するものを記載すること。

の中に記入することc
てゝは、上記解雇理由の記載例にかかわらず、当該
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賃 金 控 除 に 関 す る 協 定 書

株式会社□□□□と従業員△△△△は労働基準法第 24条第 1項但書に基づき賃金控除に
関し、下記のとおり協定する。

1.株式会社霊l□ El回は毎月OO日、賃金支払の際次に掲げるものを控除して支払うことが
できる。

.

(1)寮費及び給食費

会社貸付金の割賦返済金 (元利共)

親陸会費

2tこの協定は平成○○年○○月○○日から有効とする。

3,この協定は、何れかの当事者が30日前に文書による破棄の通告をしない限り効力を有
するものとする。

平成OO年○○月①O日

記

２

　

　

　

３

使用者職氏名

従 業 員 代 表

株式会社□□□回

代表取締役 ◇◇ ◇◇
△△  △△

①

⑩
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様式第20号 (第55条)

桂員
　
　
金
　
　
ムロ　
　
帳

常

時

使

用

さ

れ

る

労
働
者
に
対
す
る
も
の

‐
⇔
”
Ｉ

分

日

時間

時間

時間

時間

隅

円

円

印

月

日

分

日

時間

時間

時間
Ⅲ
時間

岡

円

円

印

月

日

分

日

時間

時間

時間

時間

円

円

円

印

月

日

分

日

時間

時間

時間

時間

円

円

円

Eロ

月

日

分

日

時間

時間

時間

時間

円

司

円

印

月

日

分

日

時間

時間

時間

時間

円

円

門

F「

月

日

10/21～ 11/20分

21日

138時間

0時間

20時間

0時間

24は 000円

87,500

11,000

10,080

8,400

306,900

0

306,900

1名 300

20,901

2,104

35,305

271,596円

8,420

1は 600

191020

0

252,575 円

Eロ

月

:ヨ

9/21～ 10/20分

20日

172時間

0時間

12時 F口毒

0時間

241X000 円

22,500

111000

1巳 000

&400

291,900

0

291,900

121300

20,901

2,104

35,305

25a595 円

71520

10,600

18,120

0

238,475円

印

10月

31日

賃 金 計 算 期 間

労  l動  日 数
芳 働 時 間 歎

休 層労 働 時 間 数

早出・残業時間数

深夜 労 働 時 間 数

基 本 賃 金

家 族 季当
住 宅 季当

通 勤 季当
手当

r!ヽ 計

葬課 貌 分 賃 金 籟

臨 時 の 給 与

箕 与

八
暉l 計

健 康 保 険

厚生年金・保険

雇 用 保 険

′lヽ 計

羞   引   残
所  得  親
市 町 民 税

′Jヽ 討

実 物 給 与

差 引 支 給 額

印領 収

手

　

当

社
会
保
挨
科
控
除

控

除

金

氏名

△
△
△
△

桂房ll

男

所属

製
造
部

職名

工
作
係



‥
　
〇
い
　
Ｉ

時間外労働・休日労働に関する協定届 (限度時間内で時間外労働を行わせる場合)

時間外労働

休 日 労 働
に関する協定届 (記入例)

梅式第 9 G引 6条第 1

協車の雄 年月日  平成OO年○○月OЭ日
協定の当事者である労働組合 (事業場の           る労働組合)の名称又は労働者の週半数を代表する者
協定の当事者 (労働者の過半数を代表する者の場合)の進出方法 ( 1史築による酵   )
平成OO年○○月∞ 日

使用者

脇  株式会社□題lttEl 製造部登作係
氏名  △△△△

耳銘  株式会社口囲□径l 代表取締役
氏名        ◇ ◇ ◇ ◇

0000

00

00

0

0

00

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

124労働保険番号

法人番号

1年 (①については360時間まで、
てヽは3刑時間ま0

1所定労働時間を

(年月日)
年4月平成31

鰺

1超える時間数超える時間数
(任 動

360時間250時間

270時間180時間

270時間180時間

150時間 1  200時間
250時間 1  360時間

期    間

00執評科月1日から1年FEl
同  上

―

月O日から1年間

1箇月
⑬ については45時間まで、

ついては42時間ま0

る時間数
1超える時間数

意)

45時間30時間

30時間20時間

20時間 1  30時間

25時間15醐
30時間 1  45時間

労働させることができる
法定休日の日数

1か月に と日

1か月に と日

法定労働時間を

超える時間数

1日

(径

i超える時間数

3時間 30分3時間

3時F日弓2時間 30分

3時間分
|

2時間 30

2時間 i2時間 30分

3時間 13時間 30分

∞ 市∞ 町○―O(OOO―OOO―
―

)

所定労働時間

(1  日)
(任 講

7時間鮒紛

7時間30分

7時間30分

7時間30分

7時間30分

毎週土曜・日曜日及び 国民の‡兄日
別紙年間カレンダーで定める日

辮躙
10人

15人

10人

3人

3人

満18歳
以上の者

10人

15人

謡

購買

賜 磯

設計

翻 立

事 業 の

株式会社□□国口

時間外労働をさせる必要
のある具体的事由

受注の集中

臨時の受注、納期変更

応

月末の決算事務

1年単位の変形労働時間制
により労働する労働者

臨時の受注、納期変更

の 種 類事

鰈

騨 阿千コ斑敬lこか力わらずそ時間外労働及び休日労働を合算し8嘲湿割よ 1箇月障ジいて100時間未満でなけれぬ ら或 かつ2箇月から6箇月までを平均して80時間を超過しないこと。 図

(チェックボックスに要チェック)

○○ 労働基準監督署長 殿

③



時間外労働・休日労働に関する協定届 (限度時間を超えて時間外労働を行わせる場合)(表面)

時間外労働

休 日労 働
に関する協定届 信玖 例)

構 醇 9号 律 16ヨ饒 1鞠縣 )′

ｌ
　
い
ヽ
　
十

000

0

O0

00

00

00

00

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

1

0

24労蝉

承 需

1日から1年

同  上

250時間1  360時間
180時間1  270時間
180時間1  270時間

150酎Fl1  200時 Fロヨ

250時間i  360時間

期    間

1年 (①については360時間まで、
②I王ついては320時間ま0

平成31年4月 1日

1所定労働時間を

l年月

超える時間数

日)

起算日

法定労働時間を

(任 翻
超える時間数

OOOO年0月 O日から二年間

lS時間1   25時間
30時間1   45時間

労働させることができる

法定休日の日数

1か月に 1日

1か月 1こ 1日

については45時 F日弓まで、
②については42時間まで)

法定労働時FBlを

超える時間数

1所定労働時間を

1超える時間数

|(任 働
30時間i   46時間
20時間i   30時間
20時間i   30時間

鮮 )の

2時間30分1   3時 間

2時間1 2時間30分
3時間1 3時間30吟

法定労働時間を

超える醐 数

1所定労働時間を

i超える時間数

|(任 意)

1日

3時間1 3時間30分

2時間30分1   3時間

所 定 休 日

毎綱十曜 日日曜日及び 国民の祝日
別紙年間カレンダーで定める日

7時間30分

7時間30分

7時間30分

7時間30分

7時間30分

15人

10人

3人

3人

限凋
期

10人

10人

15人

纏

購買

鶏 噛

識

鰤

鍛

鰤

麓

名の 名 称事 :

株式会社□国□□

伊』卸

受注の集中

臨時の受注〔納期密ご

製品不具合への対応

月末の決第事務

受注の集中

臨時の受注、納期変更

①げ記②に該当しない労働者

② l年単位の変形労働時間制

により労働する労働者

休

日

労

働

道講頓証活晴聞蜘効 らi喘問聘弾姻D休日労触踏等乳症員簡劉よ 1箇月について¬00嘲瀞締撤ぬギす細途らiかつ2箇月から6箇月ま抑 して80蝉 しないこと    図
(チェックボックスに要チェック)

事 業 の 種 類

∞ 業



時間外労働・休日労物に関する協定届 (限度時間を超えて時間外労働生行わせる場合)(裏面)

漂 殆 管 縁 呼
関すな立溢 鰯 J期 信己入伊l)

ｌ

ω
『

Ｉ

16

協定0斑誨羽日 平成OCttoOttoo日
協定の当事者である労働組合 (事業場の労働者の過半数で組織する労働組合)の名称又は労働者の過半数を代表する者

協定の当事者 (労働嗜の過半数を代表する者の場合)の選出方法 ( 爆 による翅繋簑  )
平成OOttOOttOO日

使用者

職名 株式△難 回囲園El 製造部工作係
氏名  △△△△

絡  株式会社Eヨ圏圧lttl 代表取締役
氏名        ◇ ◇ ◇ ◇ ⑩

に係る割

賃金率

時間

た労

35ワ

`
359る

35ワ

`

○○○〇年○月○日

巧年 (時間外労働のみの日寺F日ヨ魏

720時間以内に限る。)

体 月日)

る

(任

る
を

定

間

時間数

延長するこ

820時間700時間

600時間 1720時間

500時間 1620時間

限度時間

に係る割

え た

35'`

35'`

35'各

ることができる

襲霧貿
翻

働

え

労

超

定

を

時間数

時間数

i 100時間90時間

90時間 1 100時間

30時間 1 90時間

1箇月

(時間外労働及び休日労働を含算した時間魏
100時 Fロヨ未満に限る。)

に限る。

限度時間

させること
できる

(6回以内

えて労

6回

6回

4回

自
動

１
に

ことができる

耳癬 るえ

勘(任

労働

超 えを間

時間数

時間数

6時間 16時間30分

6時間 16時間30分

6時間 16時間30分

所定労働時間

(1  日 )
(任  意 )

7時間30分

7時間30分

7時間30分

期

満¶3

10人

15人

10人

謝

翻 立

労働者の代表者に対する事前申し入れ

① ③ ⑩

新システムの導入

トラカレ・大規模なクレPム対応

トラブルヘの対応

隠 時 閣 観 て雑 せる場合における著続き

て労働

るための措置

上記で定める嘲隠割勧け珀らず〔時間外労働及び休日労働を含算し期嘲配蜘よ 1箇月について100的 労雪艶 ら式 かつ2箇月から6箇月までを平均して80時間をl観しないこ色 露

(チェックボックスに妻チェック)

∞ 労韓 殿



I

0う

|

様式第4号 (第12条の4第 6項鰯

1年単位の変形労働時間制にP,目する協定届 (記入例)

統 ?当事着である労鬱組合の名称列ま労働者
の過半数を代表する者の

霊 哲 ∵ 蟹 △

核)定の当事著 (労働者の過半数を代表する者の場合)の選出方法 ( 投票による選挙    )

勒 ∞ 年∞ 月∞ 日 ・

使用者
株式会社園□回園 代表取締役

◇ ◇ ◇ ◇  ⑪○○  攘 驚鶉  殿
記載心得                                    ン

と 法第60条第3項第2号の焼定に基づき満18歳未満の者に変形労働時Fコ再制を適用する場合にtま、「該当労働者数ど、「労働時間が最も長い日の労働時P口:数」及び r労働時F欝
景が最も長い週の労働時間数」の各l翻に括:瓜

善きすること。     ド
2 「対象期Fコ民及び特定翔F露弓Iの欄のうち、対象期間につセゝては当該変形労働時F口写制における時間通算の期屈毎日の単位を記入し、そのl建色算日を括弧書きすること。                   |
3 「対象期F耳月中の各自及び各通の労働時間並びに所定体口」については、別紙に記載して添付すること。
4 「I日協定」とは、則第12条の4第 3項に規定するものであること。

職 名

氏 名

常H制 する婢

∞ 名

協定の有効期 F口電

平成OO年 4月 1日から
平成OO年 3月 31日まで

280 日

6 日間

日聞

事 業 の 所 在 地 (電 話 番 号 )

∞ 市○○藤Jo一〇 rOoo…③ЭЭ―③Э◇◇)

対象翔F房]中の1週間の平均労働時間数

39時F口司59分

対象期間中の総好働日数

対象期間中の最 も長い連続労働 日数

特定す鯛間中の最 も長い連続労働 日数

48時間 00分

(  時間  斜

対象 ,,日 間中の各臣及び各週の

労 働時 間並 び に所 定体 臓

(芳ll紙)

労働持F同ヨが最も長い翅の労働踏関数

(満 18歳 未 満 の 者)

0 週

0 週

事 業 の 名 称

株式会社回国回□

対 象 期 間 及 び 特 定 理 間

(l建    算    日 )

対象翼月間 1年
特定期間 無し
(平成OO年 4月 1日 )

8時 F口号00分

時間    分)(

労働時Fョ写が48時間を超える週の最長連続週数

対象期間中の労働時間が48時間を超える週数

労働時間が最も長い日の労働時F日ヨ数

(満 18歳 未 満 の 者)

事 業 の 種 嬢

(D③業

該当労 f覇,者 数

(満18歳未満の者)

20 人

入)(

8時間00分

278日

解ヨ協定の労働時間が最も長い日の労働時間数

日協定 の対象期 間中の総労働 日数

平成○○年4月 1日から平成◇〇年 3月 31層

48時間00分

旧 協 定 の 対 象 期 間

l日協定の労働時間が最も長い週の労働時間数



1年単位の変形努働時FH写制に関する協定 (例 )

第 1条 平成○○年 4月 1日 から平成①O年 3月 31日 までの 1年間の勤務時間につい
ては、本協定の定めるところによる。

第 2条 対象期間中に特定期間は定めない。

第 3条 第 1条の期間中における各日の所定労働時間は 8時間、始業・終業の時刻及び休
憩時間は、次のとおりとする。

始業 e終業の時刻 休 憩 時 間

始業

終業

午前 8時 00分
午後 5時 30分

午前 10時から午前 10時 15分まで
正午から午後 1時まで

午後3時から午後3時 15分まで

第4条 第1条の期間中における休日は、別紙年間カレンダーのとおりとする。

第 5条 第 3条に定める所定労働時間を超えて労イ要プJさせた場合は、賃金規程第○条に基
づき時間外労働割増賃金を支払う。

第 6条 本協定による変形労働時間制は次条のいずれかに該当する従業員を除き、全従
業員に適用する。

第 7条 妊娠申又は産後 1年以内の女性従業員が請求した場合及びと8歳未満の年少者
には、本協定による変形労働時間制は適用しない。

第8条 育児を行なう者、介護を行なう者、職業訓練又は教育を受ける者その他特別の配
慮を要する従業員に対する本協定の適用に当たっては、会社は従業員代表と協
議するものとすると

第 9条 本協定の有効期間は、平成①O年 4月 1日 から平成○〇年 3月 31日 までとす
る。

平成OO年OC)月①①日

株式会社□匡l□ 囲  代表取締役  ◇ ◇ ◇ ◇  印

株式会社固回□国  従業員代表  △ △ △ △  印
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就 業 規 則 芸宅挙裏尋帝届

平成○○年○○月OO日

OO労働基準監督署長 殿

今般、就業規則を別添のとおり作成基姿異楽しましたので、従業員代表の意見書を添

えて、お届けします。

事 業 場 名 株式会社□□El囲

所  在  地 長崎市〇〇町OOttOO号

代表者職氏名 代表取締役 ◇◇ ◇◇

事 業 の 種 類 ○○業 労働者数

名

労働保険番号 42-1-04-○ ○〇〇〇〇一〇〇〇

意 見 書
平成○〇年○○月○〇日

株式会社□El園□

代表取締役 ◇◇ ◇◇ 殿

平成○○年0◇月◇OE付けをもって意見を求められた就業規員唾について、下記のと

おり意見を提出します。

記

- 68 -

△ △ △ △



様
式
第
十
九
号

（第
五
十
三
条
関
係
）

労

働

者

名

簿

履

歴

死
　
亡

退

職
男

性
　
　
別

事
由

（退
職

の
事
由
が
解

雇
の
場
合
に

あ

っ
て
は
、

そ
の
理
由
を

含
む
ｃ）

年
　
月
　
日

生

年

月

日

氏

　

　

名

平

成

∞

年

ＯＯ

月

ＯＯ

日

自
己
都
合
退
職

昭
和
∞
年
ｏ③
月
ＯＯ
日

△
△
△
△

従

事

す

る
業

務

の
種

類

製
造
課

工
作
担
当

雇
入
年
月
日

住

　

　

所

平

成

∞

年

ＯＯ

月

ＯＯ

日

長
崎
市
Ｏ
Ｏ
町
Ｏ
Ｏ
番
○
○
号
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働 く こ とに関す る相談 窓 口 (公的機関のみ )

①総合労働相談コーナ…

(所在地は本買下。右頁を

参照)

労働問題に関するあらゆる分野の相談受付

(労働条件、解雇、いじめ・嫌がらせなど)

網蟄コサー1 電話番号 相数Rサー1 電話番号 相談ヨサー1 電話番号
長崎労ば,局 Xi 095-801-0023 長 崎※1095-846-6390 佐世保※i0956…24-4161
江 迎 :0956-65-2141 島 原※10957● 62-5145 巨束 早 10357‐26-3310
対馬'壱峡 0920-47-0501 ※のコとナ

とは女性相談員がいます

②労働基準監督暑

(所在地は右頁を参照)

賃金、労働時間、労働者の安全と健康の確保などについての監督・指導、

労働基準関係法令に基づく許可・認可などの事務
!

労災保険の絵付

③ハローワーク

(公共職業安定所)

職業相談、職業紹介・指導、職業能力開発促進センターヘの入校支援、雇

用保険の給付 (失業給付、職業訓練など)

A日―ワー

'1 
電話番号 A日―ワい夕1 電話番号 A日ニワとク1 電話番号
095-862-8609

謙 早 0957-21-8609
0959-22-0033

大 村 0957-52-8609
佐世保 0956,34-8609

島 原 0057・63-8609

江 迎 i0958-66-3181 五 島 :0959-72-3105 女寸  拝馬 1 0920-52-8609
: 0920-47-0054

④長崎労働局

雇用環境・均等室

(T[と 095-801工 0050〕

性別による差別、セクハラ対策、育児休業・介護休業の取得等、パTトタ

イム労l動者の均等・均衡待遇や正社員転換推進、労働契約法などについて

の相談受付

⑤長崎県労働委員会

(TEL 095-822工 2398'

労働組合と使用者 (会社)間の争議の調整、使用者の不当労働行為に対す

る審査や数済命令、労働者と会社間の個別のトラブル (解雇、退職強要、

ハラスメントなど)に対する解決支援

⑥長崎県

(労働相談情報センター)

労働相談への対応

長崎 (TEL 095-821-1457)佐 世保

“

EL 0956-25-3110)

⑦日本司法支援センター

長崎地方事務所

(法テラス長崎)

労働問題に関する法的トラブルの解決の支援

(TEL 050-3383-551働

⑥日本年金機構

(年金事務所)

厚生年金保険に関する相談の受付

県内では長崎南、長崎北、佐世保、謀早の4所

年金事務所 電話番号 電話番号

0957-25-1662

佐世保 i   0956-34-1189

諫 早
095-825-8701

095-861-1354

長崎南

長崎北

③若者サポートステーショ

ン (サポステ)

職業的自立に向けての専門的相談支援、就職後の定着・ステップアップ支

援、協力企業への就労体験 (対象は15歳から39歳までの方です)

サポステ i   電話番号 サポステ i   電話番号
長  崎  1   095-323-,24豊
佐世保 0956-22-5090

五 島 0959-74-0236

船南年後事務所●

労働基準法のあらまし

2019年 3月 1日

長崎労働局労働基準部監督課

T850-0033

長崎市万才町7-1
住友生命長崎ビル

TEと ,095-801‐ 0030

発行日

発 行

-70 -



コーナーを しています*・・・

長崎市岩川町 16-16 長崎合同庁舎 2階
‐
                TEL 095ぃ 846-6353

ひぐち

ヨ

■コ亜】遜圏

長崎労働基準監督署 *
T852-8542

岳原労働基準監督署*

T855-0033

島原市新馬場町 905-1

島原文化会館●

セ

ドラッストアモリ●

′ヽR-7-タ

口
駅
Ｅ
区
よ
臣

TEL 0957-62-5145

長崎労働基準監督署 五島駐在事務所
T853-0015         ・

五島市東浜町 2-1-1福江地方合向庁舎内

長横労働基準監督署  福 江 港

′

"カ

′
!｀

ナ

●
福
江
港
夕
‥
ミ
ナ
ル

TEL 0959-72-2951

7ぜリアガ‐デン●

●
饉
撃
矮

TEL 0957-26-3310

諌早労働基準監督署 *

T854-OC81

諌早市栄田町 47-37

佐世保労働基準監督署 *

T857-0041

佐世保市木場田町 2-19佐世保合同庁舎 3階

佐世暫1所

市営駐車場0
中央係健福祉センタ
0

函
躊

TEと 0956-24-4161

対馬労働基楽監督署

T817-0016

対馬市厳原町東早 341-42 厳原地方合同庁舎内
TEL 0920-52-0234

厳原潜

エ

江迎労働基準監督署 *

T859-6101

佐世保市江迎町長坂 123-19

TEL 0956-65・ 2141

呻

―

…

 :】・1甲姻

T811‐5133

壱岐市郷ノ浦町本村触 620-4壱岐地方合同庁舎内
TEL 0920-47-0467

●
麿
霙
局

0盈秘小

対馬労働基準監督署 壱岐駐在事務所 *

長:崎甲占σ)う 的基|↑ 監替署α)ナリi在す[!

-71




